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平成 30年度版 男女共同参画の推進に関する年次報告書について 

 

 

 この年次報告書は、北本市男女共同参画推進条例（平成 18年 7月 1日施行）に基づき、本

市の男女共同参画の推進に関する施策の実施状況を明らかにするために作成したもので、第

1部・第 2部構成からなる報告書です。 

 第 1部は、各種統計・調査等資料を基に男女共同参画の推進状況についてまとめています。 

 第 2 部では、市の男女共同参画の推進に関する施策の実施状況を明らかにするため、平成

29年度における第四次北本市男女行動計画の取り組み状況を記載しています。 
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１ 社会環境の状況 

 （１）人口の推移 

国勢調査によると、平成 27年 10月 1日現在の北本市の人口は 67,409人、世帯数は

26,845世帯で、一世帯あたりの人員は 2.5人となっています。 

平成 7 年までは、人口増加率 10％前後と人口が増加傾向にありましたが、その後、

横ばいとなり、平成 17年以降は微減が続いています。一方、世帯数は増加しています。 

 

本市の人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 10 月 1 日現在                    資料：国勢調査 

： 

人・世帯 ％ 
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 （２）世帯の推移 

本市と全国、埼玉県の一般世帯構成比を比較してみると、本市は核家族世帯が 67.4%

と高い割合を占めていることが特徴としてあげられます。 

一方で「単独世帯」は 25.0%と全国や埼玉県と比較して低い比率となっています。 

 

一般世帯構成比の比較（平成２７年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市における一般世帯数の推移をみると、「核家族世帯」及び「その他の親族世帯」

の比率が低下し、「単独世帯」の比率が高くなりつつあることがうかがえます。 

また、平成２２年以降「父子世帯」、「母子世帯」とも比率は微減しており、世帯数

も減少傾向にあります。 

 

本市の一般世帯数の推移 

 

  
  

核家族 

世帯 

その他の

親族世帯 

非親族 

世帯 
単独世帯 

（再掲） 

母子世帯 

（再掲） 

父子世帯 
合計 

平成 27 年 

世帯数 18,088 1,838 186 6,710 365 49 26,822 

構成比

（％） 
67.4 6.9 0.7 25.0 1.4 0.2 100.0 

平成 22 年 

世帯数 18,035  2,128  220  5,464  421  66  25,847  

構成比

（％） 
69.8  8.2  0.9  21.1  1.6  0.3  100.0  

平成 17 年 

世帯数 17,881  2,381  129  4,428  389  58  24,819  

構成比

（％） 
72.0  9.6  0.5  17.8  1.6  0.2  100.0  

※一般世帯数・・・世帯総数から「施設」や「学校」等の世帯数を除いています。 

※非親族世帯・・・2 人以上の世帯員からなる世帯のうち、世帯主と親族関係にある者がいない世帯。 
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北本市

核家族世帯 核家族以外の世帯 非親族を含む世帯 単独世帯 その他

 
資料：平成２７年国勢調査 

資料：国勢調査 
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 （３）高齢化の推移 

全国的に高齢化が進むなか、本市も同様に、高齢化率は年々上昇し続けています。

また、平成２７年には全国平均を上回る 28.3％となっています。 

 

高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※高齢化率・・・65歳以上の人口が全人口に占める割合 

 

 

 （４）少子化の進行 

合計特殊出生率は、15歳～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人

の女性が生涯に生むと推定される子どもの数を表します。平成 28 年は、全国・県・市

いずれも、前年度より減少していますが、本市の下がり幅が最も大きく、全国・県と

の差が拡がっています。 

合計特殊出生率の推移 
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資料：国勢調査 
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（５）女性の年齢別労働力率 

日本の女性の労働力率をみると、子育てや家事等が多忙になる 30歳代の年代で最も

落ち込む傾向がみられます。年代別の労働力率を表すグラフの形状から「Ｍ字型曲線」

といわれています。 

埼玉県の特徴は、Ｍ字型曲線の谷が深く、その後の年代においても労働力率は全国

よりも低いという傾向がみられます。本市の場合をみると、平成 27 年の 30～34 歳の

女性の労働力率は 73.0%、35～39歳の労働力率は 69.2％となっており、埼玉県と比べ

若干高い水準となっています。また、ほとんどの年齢階級で平成 22 年より平成 27 年

で労働力率が上がっています。 

 

女性の年齢別労働力率（平成２７年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性の年齢別労働力率（経年比較） 
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 資料：国勢調査 
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（６）審議会等の委員における女性の比率 

政策の立案や意思決定の過程において女性が参画することは、女性の視点を政策に

反映するという意味で重要な取り組みです。 

本市では、「北本市男女共同参画推進条例」の第 14 条第 3 項において審議会等委員

の委嘱にあたって積極的格差是正措置を講ずることを規定しています。 

本市の審議会等の委員における女性の比率は、減少が続きましたが、平成 27 年の

30.0％を底とし、ここ 2 年は増加傾向にあります。第五次計画でも、女性の比率の数

値目標 40.0％を引継ぎ、達成に向けて取り組んでいきます。 

 

 

審議会等の委員における女性比率推移 
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 ２ 男女共同参画に関する意識 

（１）男女平等観 

様々な分野における男女平等観については、【教育】の分野は「平等になっている」

という回答が 57.8％と、過半数を超えています。 

しかしながら、【政治】、【社会通念や慣習・風潮】、【社会全体でみた場合】では「男

性の方が優遇されている」が過半数以上を占め、【職場】では 50％に近い高い割合と

なっています。 

 

男女平等観 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北本市男女共同参画に関する意識・実態調査報告書(平成 23年度) 
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な
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無
回
答 

 

資料：北本市男女共同参画に関する意識・実態調査報告書（平成２８年度） 
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 （２）「男は仕事、女は家庭」という考え方 

「男は仕事、女は家庭」という考え方については、「そう思わない」（50.3％）が最

も高く、約半数を占めています。一方、「そう思う」は 11.8％となっています。 

前回調査（平成 23 年度、49.3％）と比較すると、「そう思わない」は 1 ポイント増

加しています。一方、「そう思う」は前回調査（平成 23 年度、14.1％）から 2.3 ポイ

ント減少しています。性別による固定的な役割分担意識は徐々に解消されていく傾向

が伺えます。 

 

 

「男は仕事、女は家庭」という考え方の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北本市男女共同参画に関する意識・実態調査報告書(平成 28年度) 
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（３）社会の男女平等で重要なこと 

社会の男女平等で重要なことは、「男女を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、慣

習・しきたりを改めること」（38.2％）で約４割と最も高くなっています。 

性別にみると、「男女を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、慣習・しきたりを改め

ること」、「法律や制度の上での見直しを行い、性差別につながるものを改めること」など

の啓発に関することは男性の方が高いのに対し、「女性の就業、社会参加を支援する施設や

サービスの充実を図ること」は女性の方が 10.6ポイント高くなっています。 

 

 

社会の男女平等で重要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
資料：北本市男女共同参画に関する意識・実態調査報告書(平成 28年度) 
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第２部 北本市の男女共同参画施策の実施状況 
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１ 第四次北本市男女行動計画の推進 

 （１）計画の期間 

    この計画の期間は、平成２５年度から平成２９年度までの５年間とします。 

 

 （２）計画の概要 

  基本理念 

    この計画は、「北本市男女共同参画推進条例」第３条の基本理念に基づき、男女共同

参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進します。 

１ 男女の人権の尊重 

２ 社会における制度又は慣行についての配慮 

３ 政策等の立案及び決定への共同参画 

４ 家庭生活における活動と社会生活における活動への参画 

５ 国際協調 

６ 個人の尊厳を害する暴力の根絶 

７ 生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利の尊重 
 

  基本目標 

    この計画は、次の基本目標に基づいて施策を展開します。 

 

１ 男女共同参画社会の実現に向けての意識づくり 

あらゆる分野において男女共同参画に関する意識啓発・教育の機会を設け、さら

なる男女共同参画社会実現に向けての取り組みを推進します。 

 

２ 一人ひとりが社会参画するための環境づくり 

社会のあらゆる分野において、一人ひとりが個性と能力を発揮し、積極的に参画

する社会にするため、家庭のほかにも働く場、地域社会での活動に参加しやすい環

境づくりを推進します。 

 

３ 生涯を通じた健康づくりと福祉の充実 

市民が住み慣れた地域で安心して生涯を送れるような体制づくりを推進します。 

 

４ 男女共同参画推進の体制づくり 

社会のあらゆる分野において男女共同参画を推進していくために、国、県、市と

市民、事業者及び民間団体等が、それぞれの立場から主体的に取り組むとともに、

互いに連携して施策を展開していきます。 

 

５ あらゆる暴力の根絶 

あらゆる暴力は重大な人権侵害であり、決して許されるものではないとの認識を

広げ、暴力の根絶に向け、意識啓発を推進します。また、被害者の保護・支援のた

め、相談体制の充実を図り、自立のための支援体制の整備を進めます。 



　　　（3）施策体制

基本目標 基本的な課題

３　国・県・市民・事業者等との協働

２　地域社会における男女共同参画の推進

３　防災・防犯分野における男女共同参画の推進

１　暴力の根絶のための意識啓発

２　相談体制の充実

３　暴力被害者の保護・支援

１　男女共同参画社会の実現に
　　向けての意識づくり

２　一人ひとりが社会参画する
　　ための環境づくり

３　生涯を通じた健康づくりと
　　福祉の充実

４　男女共同参画推進の
　　体制づくり

５　あらゆる暴力の根絶

１　生涯を通じた健康づくりへの支援

２　子育て支援の充実

３　安心して暮らすための体制づくり

１　政策・意思決定過程における男女共同参画の推進

２　計画の総合的な推進体制の充実

１　性別による固定的な役割分担意識の解消

２　男女共同参画の視点に立った学習・教育の推進

３　人権を尊重する意識啓発

１　いきいきと働くための環境づくり
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施策の方向性
　①　男女共同参画推進のための意識啓発・広報活動の推進

　②　男女共同参画に関する法制度の周知及び相談体制の充実

　③　男性にとっての男女共同参画の推進

　①　男女共同参画の視点に立った家庭教育の促進

　②　男女共同参画の視点に立った学校教育の推進

　③　男女共同参画の視点に立った社会教育の推進

　①　人権尊重意識の高揚

　②　生命と性の尊重の意識づくり

　①　経済分野における女性の活動支援

　②　職場における男女共同参画の推進

　③　多様な働き方のための環境整備

　④　農業・商工業に従事する女性への支援

　⑤　仕事と家庭生活の両立支援

　①　地域社会における男女共同参画の推進

　②　市民・事業者・各種団体との協働の推進

　③　国際的な視野をもった男女共同参画の推進

　①　男女共同参画の視点に立った防災対策

　②　男女共同参画の視点に立った防犯対策

　①　リプロダクティブ・ヘルス／ライツの意識啓発

　②　ライフステージにあわせた健康づくり支援

　①　男女がともに取り組む子育ての促進

　②　地域で支える子育て環境の充実

　①　ひとり親家庭への支援

　②　高齢者と介護への支援

　③　障がい者への支援

　①　審議会・委員会等への女性の参画促進

　②　庁内における男女共同参画の推進

　①　庁内推進体制の充実

　②　計画の進行管理

　③　調査研究・情報の収集と提供

　①　国・県・市民・事業者等との協働

　①　意識啓発・広報の充実

　②　地域における暴力防止対策の推進

　①　総合相談窓口の充実

　②　相談体制の充実

　①　被害者の安全確保・緊急避難体制の確保

　②　被害者の自立支援
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２ 男女共同参画への配慮 

 （１）男女共同参画の視点からの配慮度チェック 

第四次北本市男女行動計画の施策体系に沿って、平成２９年度に実施した事業（１

７０事業）について、男女共同参画の視点からの配慮を行ったか以下のポイントで各

課がチェックしました。 

男女共同参画配慮度チェックポイント 事業数 

① 事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。 １０６ 

② 女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。 ９７ 

③ 男女それぞれに事業の効果があった。 ８７ 

計 ※２９０ 

    ※一つの事業につき複数選択可であるため、事業数の合計は、平成２９年度に実施

した事業（１７０事業）を超えています。 

 

 ３ 第四次北本市男女行動計画の事業の推進状況 

  第四次北本市男女行動計画に位置づけられた事業の、平成２９年度の実施状況は以下の

とおりです。 

 （１）評価 

第四次北本市男女行動計画では、以下の基準に基づき、各課が事業の進捗状況を評

価しています。 

  評価基準 

   Ａ…目的を概ね達成している 

   Ｂ…目標に向けて成果をあげている 

   Ｃ…施策・事業が動き始めている 

   Ｄ…未実施 

   Ｅ…終了 

 

  基本目標１ 男女共同参画社会の実現に向けての意識づくり 

 

評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

事業数 １７ ２３ ４ ０ ０ ４４ 

総事業数に

占める割合 
３９％ ５２％ ９％ ０％ ０％ １００％ 
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 主な事業として啓発紙の発行や講座の開催、学校での男女平等教育、生涯学習の推進、

人権意識の高揚のための事業の開催等を実施しています。 

 広報紙による広く一般への啓発、公民館講座等での生涯にわたる啓発、学校での男女

平等教育や進路指導等における児童生徒への啓発など、さまざまな機会を捉えて啓発事

業を展開し、多くの市民に、男女共同参画に関する学習の機会を提供しました。 

 平成２７年度に次ぎ、二人目の北本市男性職員の育児休業取得者が出ました。男性の

育児休業取得者が続くよう、男性自身の固定的な性別役割分担意識の解消を図ります。 

また、人権啓発資料を作成し配布、啓発講演会や講座の開催により、人権意識の高揚

を図っています。 

 意識啓発の成果は、長い時間をかけて徐々に現れるものであるため、今後も継続して

啓発や広報、教育に取り組んでいく必要があります。 

 

  基本目標２ 一人ひとりが社会参画するための環境づくり 

 

評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

事業数 １６ ２５ ４ １ ０ ４６ 

総事業数に

占める割合 
３５％ ５４％ ９％ ２％ ０％ １００％ 

 

 主な事業として、女性の就労継続を支援するための子育て支援や、防災・防犯分野に

おける参画など、女性の社会進出を促進する事業を実施しています。 

 子育てと仕事の両立支援としては、ステーション保育事業や延長保育事業、病児・病

後児保育事業を実施し、働く女性を支援しています。勤務形態の多様化に伴う休日保育

の需要への対応等、新たな課題も発生しています。 

 防災分野において、女性等のニーズを反映した対策を進めるため、北本市地域防災計

画の中に、女性や災害時要支援者等に対し配慮するよう定めています。 

 今後、男女ともに個性と能力を発揮し、社会参画を進めることができるよう、子育て

支援や労働環境整備のための支援等を継続して行っていきます。 

 

 基本目標３ 生涯を通じた健康づくりと福祉の充実 

 

評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

事業数 １５ ２８ ０ ０ ０ ４３ 

総事業数に

占める割合 
３５％ ６５％ ０％ ０％ ０％ １００％ 
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 主な事業として、生涯を通じた健康づくりのための事業、子育て支援、ひとり親家庭・

高齢者・障がい者が地域で暮らすための支援等を実施しています。 

 各種健康診査や運動教室を開催し、ライフステージに合わせた女性の健康づくりを支

援しています。 

 子育て支援では、子育てへの男性の積極的な参加を促すとともに、地域で子育てを支

えていくための事業や育児相談・教育相談等の支援事業に取り組みました。 

 ひとり親家庭に対しては、ひとり親家庭の父又は母が就職に有利な資格を取得するた

め修学している間、高等職業訓練促進給付金等を支給し、生活の負担の軽減を図ること

によって、就労を支援しています。  

高齢者や障がい者が地域で安心して暮らすために、権利擁護の支援や相談事業等を実

施しています。 

 少子高齢化が進む中、年齢に配慮した健康づくりや体力づくり、子育て支援、介護サ

ービスの需要の増大が見込まれるため、引き続き、きめ細かな取組が必要です。 

 

  基本目標４ 男女共同参画推進の体制づくり 

 

評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

事業数 ９ ２ ４ ０ １ １６ 

総事業数に

占める割合 
５６％ １３％ ２５％ ０％ ６％ １００％ 

 

 主な事業として、女性の政策・意思決定過程への参画促進や男女共同参画審議会の運

営、男女共同参画に関する情報の収集と提供等を実施しています。 

 政策や意思決定の過程である審議会等では、女性委員の割合に４０％という目標値を

定め、意思決定の場に女性が積極的に参画できるよう努めていますが、目標を達成する

ことはできませんでした。引き続き、審議会等における女性の登用状況を把握し、政策・

意思決定過程への女性の参画を進めます。 

 計画の総合的な推進に向け、事業の進捗状況の把握と評価を行い、年次報告書として

とりまとめ、男女共同参画審議会で報告をしました。年次報告書は、市ホームページで

公表しています。 

 庁内の関係各課長を構成員とする男女共同参画推進委員会及び公募委員を含む外部関

係機関を構成員とする男女共同参画審議会においては、第四次計画の進捗状況の評価の

他に、平成３０年度を初年度とする第五次計画に関し、意見を伺いました。 
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 基本目標５ あらゆる暴力の根絶 

 

評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

事業数 １３ ６ １ １ ０ ２１ 

総事業数に

占める割合 
６２％ ２８％ ５％ ５％ ０％ １００％ 

  

主な事業として、女性に対する暴力の根絶のための啓発、暴力被害者の支援等を実施

しています。 

 近年、ＤＶ被害者の相談内容は複雑化し、様々な問題を抱えているケースが多く、Ｄ

Ｖ支援担当課だけでは対応が難しい状況にあります。よって、庁内各課と連携して、保

護・支援にあたりました。また、マイナンバー制度において、ネットワークシステムを

使用した情報照会及び情報提供が開始されたため、ＤＶ被害者に関する情報が加害者に

漏えいすることのないよう、庁内各課を対象に、説明会を行いました。 

 「暴力は決して許されるものではない」との認識を広げ、暴力が根絶することを目指

し、パネル展の開催、全職員の名札にパープルリボンの貼付、パープルリボンをモチー

フにしたタペストリーの作製、新成人へデートＤＶパンフレットの配布等様々な啓発に

取り組みました。 

多様な個性や価値観、生き方を認め合う社会にするため、さらに啓発を行っていきま

す。 

 

 

 

 



① ② ③

市の刊行物等
における男女共
同参画の視点
の徹底

市の刊行物等
における男女共
同参画の視点
の徹底

市から発信する情報について、男女共
同参画に配慮したものにするため、職
員の意識啓発を行う。

職員研修を通じて、男女共同参画の意
識啓発を行った。北本市行政刊行物等
の表現の手引き「見直そう表現方法～
ジェンダーフリーの視点から～」の内容
を見直す必要あり。

Ｃ ○ ○ 企画課

広報紙やホー
ムページ等によ
る情報提供と啓
発

広報紙やホー
ムページを利用
しての意識啓発

男女共同参画社会の実現の重要性を
周知するため、啓発と情報提供を進め
る。必要に応じて男女共同参画社会に
関する情報及び啓発記事を広報やホー
ムページに掲載する。

ホームページに、「シンフォニー」及び
「男女共同参画の推進に関する年次報
告書」を掲載した。また随時、男女共同
参画に関する情報を掲載した。

Ａ ○ ○ 企画課

「シンフォニー」
の発行

男女共同参画社会実現にむけて、男女
共同参画の推進をあらゆる分野で進め
る必要性について、市民の理解と意識
啓発を図るために啓発情報紙を発行す
る。Ａ４版のものを年１回発行し、全戸
配布。編集を行う編集委員については
公募する。

第24号を平成30年1月に発行。A4版4
ページ、25,000部作成し、広報1月号と
ともに全戸配布。編集委員3人
市民の目に留まるよう、発行時期を、同
時配布物の多い3月から同時配布物の
少ない1月に変更。また、2色刷りからフ
ルカラー印刷に変更

Ａ ○ ○ 企画課

男女共同参画
推進パネル展
の開催

男女共同参画社会の重要性を啓発す
るするため、パネル展を開催する。

7月5日～13日、庁舎ホールで開催。来
場者数は延べ101人。女性目線の防災
対策をテーマとしたパネル「“わたし”の
防災対策」を展示し、併せて「北本市男
女共同参画推進条例」「北本市男女行
動計画」「男女共同参画週間ポスター」
を掲示した。

Ａ ○ ○ 企画課

講座・セミナー
の開催

男女共生塾の
開催

男女共同参画についての学習機会を
提供し、地域での男女共同参画を進め
る。
男女共同参画の専門的な講座はWith
Youさいたまで開催しているため、市で
は、親しみやすいテーマの講座を開催
する。

平成30年3月17日、文化センターで開
催。
テーマ：「ママ・パパ必見！アンガーマネ
ジメント講座～子育てに活かすイライラ
対処術～」
参加者24人。土曜日開催としたことで、
多くの参加者を集めることができた。夫
婦での参加もあった。

Ａ ○ ○ ○ 企画課

表彰制度の整
備

表彰制度の整
備

男女共同参画の推進に取り組む意識を
高めるため、男女共同参画の推進に寄
与している個人・団体等を表彰する制
度の整備について検討する。

男女共同参画の推進に寄与している個
人・団体等の把握方法を模索中。

Ｃ 企画課

　１－１－②男女共同参画に関する法制度の周知及び相談体制の充実

① ② ③

男女共同参画
に関する法令、
条例の周知

男女共同参画
に関する法令、
条例の周知

さまざまな機会を通じて、男女共同参画
に関する法令、条例の周知を図る。

パネル展・男女共同参画コーナー・ホー
ムページ・広報紙を通じて、北本市男女
共同参画推進条例の周知を図った。

Ａ ○ ○ 企画課

男女共同参画
に関する相談
体制の充実

女性相談
専門の女性相談員による相談を行う。
また、必要に応じて専門機関を紹介す
る。

専門の女性相談員による女性相談を36
回実施。相談件数94件、うち1件は他の
窓口を紹介

Ａ ○ 企画課

　１－１－③男性にとっての男女共同参画の推進

① ② ③

男性に対する
意識啓発

男性に向けて
の男女共同参
画の啓発

講座や広報紙等を通じて、男性にとっ
ての男女共同参画についての啓発を行
う。

広報6月号に特集記事「男女共同参
画って何だろう？」を掲載。きたもと男女
共生塾を土曜開催としたことで、男性の
参加者も得ることができた。

Ａ ○ ○ ○ 企画課

家事・育児・介
護、地域活動へ
の参画促進

家事・育児・介
護、地域活動へ
の参画促進

広報や啓発紙を通じて、男性の家事・
育児・介護、地域活動への参加につい
ての情報を提供し、参画促進を図る。

広報6月号に特集記事「男女共同参
画って何だろう？」を掲載。また、子育
てをテーマに、きたもと男女共生塾を開
催。土曜開催としたことで、男性の参加
者も得ることができ、男性の育児参加を
促すことができた。

Ａ ○ ○ ○ 企画課

担当課

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

担当課

家庭・事業所・
地域への広報・
啓発

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

　　１－１　性別による固定的な役割分担意識の解消
　　１－１－①男女共同参画推進のための意識啓発・広報活動の推進

推進項目

担当課

事業名

（２）事業実施状況

　1　男女共同参画社会の実現に向けての意識づくり

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 16



① ② ③

男性の育児休
業・介護休業の
取得促進

男性の育児休業・介護休業の取得促進
のため、制度の周知を図る。

H29.10～H29.11まで取得した職員がい
る。また子育てに係る休暇（出産休暇・
子の看護休暇等）を取得している職員
も多々いる。

Ｂ ○ ○ ○ 総務課

男性の育児休
業・介護休業の
取得促進

男性の育児休業・介護休業の取得促進
のため、制度の周知を図る。

国や県からの法改正の情報収集を行
い、育児・介護休業法の改正について
広報、ＨＰを通じて周知を図った。送付
されたリーフレットを配架

Ｃ ○ ○ ○ 産業振興課

　１－２－①男女共同参画の視点に立った家庭教育の促進

① ② ③

父親教室・母親
教室の充実

マタニティセミ
ナー
パパのための
お風呂の入れ
方講習会

安心・安全な妊娠期間を過ごすととも
に、出産後の育児について家族間で協
力し合えるよう促す。

マタニティセミナー前期4回実施15人
マタニティセミナー後期6回実施70人
パパのためのお風呂の入れ方講習会4
回実施70人
パパのためのお風呂の入れ方講習会
やマタニティセミナーにおける男性の参
加者は増加しており、よい傾向にあり。
引き続き啓発に努める。

Ｂ ○ ○ ○ 健康づくり課

広報紙やホー
ムページ等を通
じての家庭教育
情報の提供

広報紙やホー
ムページを通じ
ての家庭教育
情報の提供

人権尊重の高揚と男女共同参画社会
実現の重要性を周知するため、啓発と
情報提供を進める。性による差別は、
基本的人権を侵害するものであり、人
権尊重意識を社会に浸透させることが
重要であることを周知する。また、男女
共同参画社会実現に向け、広く市民に
意識啓発を進める。

豊かな心と健やかな体の育成につい
て、基本的人権を尊重する教育の推進
を目指して、人権教育啓発資料「ふれ
あい」、人権教育推進委員会広報「けや
き」を発行した。市内全戸配布し、啓発
と情報提供を進めた。多くの市民へ人
権尊重と啓発のために、今後も情報提
供の方法を検討する。

Ｂ ○ 生涯学習課

PTＡ家庭教育
学級の充実

PTA家庭教育
学級の充実

市民一人一人が生きがいを持ち、社会
の変化に主体的に適応し、豊かな充実
した人生を過ごすために、社会・地域・
健康・趣味などの身近な問題について
学習する機会を提供し、合わせて地域
づくりへの男女共同参画を推進する。

市内の小中学校各ＰＴＡが自主的に家
庭教育学級の運営を行っている。学校
行事と合同開催などの企画を行うこと
で、保護者の参加を増やすなど改善を
進めてきた。男女共同参画そのものを
テーマに取り上げた家庭教育学級は実
施されていない。今後も、開催日や開催
内容、合同開催など工夫を凝らすととも
に、男性も参加しやすいように企画をし
ていく。

Ｂ ○ 生涯学習課

幼稚園家庭教
育学級の充実

幼稚園家庭教
育学級の充実

学習機会を提供し、保護者相互の連携
や協力を通じて、家庭教育の充実を図
る。

平成29年度は「みんなちがって、みんな
いい～わが子をもっと知ろう～」という
テーマで講演が行われた。参加者数23
人。市内幼稚園等により参加を促し、多
くの方々に参加していただけるようにし
ていく。

Ｂ ○ 生涯学習課

保育所親支援
事業の充実

保育所親支援
事業の充実

子の育ちや子への関わりを学び、親と
しての自覚と自信を高め、家庭での養
育力向上を図るため、保護者の保育参
加を進める。

スマイル保育園と緑の詩保育園におい
て保育士体験を実施しているほか、他
園においても保育参加や夏祭り参加な
ど保育参加事業を実施している。事業
への父親の参加率が低く、いかに父親
参加数を増加させるかが課題となって
いる。

Ａ ○  ○ こども課

　１－２－②男女共同参画の視点に立った学校教育の推進

① ② ③

男女平等教育
の推進

男女平等教育
の推進

人権に対する正しい知識理解をもとに、
男女平等の意識の浸透を図り、小中学
校段階における男女共同参画社会の
基礎づくりを推進する。人権に対する正
しい知識理解をもとに、男女平等の意
識の浸透を図り、男女が互いに尊重し
合い、差別のない社会の構築を目指
す。

児童生徒に対して、男女平等の見地に
立った正しい人権意識の啓発を、年間
の指導計画に従って、各教科領域の授
業や学校行事等を通して実施した。そ
の結果として、児童生徒の中に、男女
平等の意識が高まり、学校生活の中に
も行動として表れた。発達段階に応じた
指導について、中学校区での教員間の
共通理解を深めていく。

Ｂ ○ ○ 学校教育課

配慮度
チェック 担当課推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点

評
価

担当課推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

　１－２　男女共同参画の視点に立った学習・教育の推進

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック 担当課

育児休業・介護
休業の取得促
進

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 17



① ② ③

キャリア教育・
進路指導の充
実

進路指導の充
実

いわゆる「出口指導」としての進学・就
職指導から脱却し、個に応じた進路指
導を充実することによって、社会的・文
化的な固定観念にとらわれない生き方
について考える態度を身につけさせる。
男女の性別によって進路が制限された
りすることのないよう、個に応じた生き
方指導として進路指導を充実させ、男
女共同参画社会の基盤づくりを進め
る。

各学校の教育計画にキャリア教育の目
標達成に向けての「社会科などの各教
科」「道徳」「特別活動」「総合的な学習
の時間」「学校行事」などについての計
画を示し、実施している。特に中学校に
おける職場体験事業は、第2学年にお
いて、3日間の体験を通し、働くことの意
義を学びながら、男女がお互いを尊敬
し助け合って構築していく社会を肌で感
じることができた。
発達段階に合わせた継続的な指導方
法の工夫が必要である。キャリア教育
推進委員会で、各学校の取組を参考
に、共通理解をさらに高める必要があ
る。

Ａ ○ ○ ○ 学校教育課

男女平等の視
点を取り入れた
学校の教育活
動の推進

男女平等の視
点を取り入れた
学校の教育活
動の推進

学校教育の中で、男女の性別による役
割分担にとらわれない考え方を身につ
けることにより、男女共同参画社会の
基盤づくりを進める。

男女混合名簿や呼名時の順番で男女
分けを行わないこと、さらに指名時に男
女分け隔てなく、「さん」付けで呼ぶ等と
いった取組を通して、性別にとらわれな
い考え方を育むことができた。
今後も男女平等の理念を推進する教育
の一層の充実が求められる。

Ｂ ○ ○ ○ 学校教育課

教職員研修の
充実

教職員研修の
充実

男女共同参画の問題を人権問題として
とらえ、教職員の意識啓発と資質の向
上を図る。

定期的、また臨時に行う教職員研修の
内容として「男女共同参画」に関する内
容を取り上げ、児童生徒を適切に指導
する教職員自らが男女平等に関する感
覚を正しく身につけることができた。
大量退職とそれに伴う新採用教員の増
加にともない、教職員研修をより一層充
実させる必要である。

Ｂ ○ ○ ○ 学校教育課

保護者への啓
発の充実

保護者への啓
発の充実

学校での男女共同参画推進教育を通し
て保護者への啓発を図る。

小・中学校での男女平等に関する取組
を、学校だよりやホームページを通して
伝えた。また学校行事などで保護者へ
の依頼や啓発を行った。
保護者への啓発状況を確認することが
難しい。

Ｂ ○ ○ ○ 学校教育課

　１－２－③男女共同参画の視点に立った社会教育の推進

① ② ③

大学公開講座
の充実

市民一人ひとりが生きがいを持ち、豊
かな充実した人生を過ごすために、社
会・地域・健康・趣味などの身近な問題
について学習する機会を提供し、地域
づくりへの男女共同参画を推進する。

東洋大学講座、「江戸庶民の笑いと文
学」をテーマに1回開催した。59人が受
講した。
60歳以上が9割で、男女比は男性が若
干多かった。

Ｂ ○ 生涯学習課

考人学級の充
実

市民一人ひとりが生きがいを持ち、豊
かな充実した人生を過ごすために、社
会・地域・健康・趣味などの身近な問題
について学習する機会を提供し、地域
づくりへの男女共同参画を推進する。

開催回数14回、延べ参加人数1,073
人。高齢者に対し学習機会を提供して
いる。回数は昨年と同じ。人数は73人
減っている。
男性受講者数が17.9%と低く、男性の参
加を増やす工夫が必要である。（男性
19人、女性87人、計１06人）

Ｂ ○ 生涯学習課

けやき学級の
開催

豊かで生き生きと暮らせるまちづくりを
目標とし、生涯を通じた健康づくりと心
の安定のため、様々な講座、趣味を通
じた仲間づくりと生きがいづくりを促進
する。

開催回数10回。延べ参加人数443人。
高齢者に対して学習機会を提供してい
る。
男性受講者が１割程度であり、男性の
参加を増やす工夫が必要である。（男
性6人、女性51人、計57人）

Ｂ ○ 生涯学習課

東部高齢者学
級の開催

豊かで生き生きと暮らせるまちづくりを
目指し、健康、人権等様々なテーマによ
る講座を通じて、高齢者の生きがいづく
りと仲間づくりを図る。また、地域での男
女共同参画を推進する。

開催回数5回で延べ人数は133人。高
齢者に対し学習機会を提供している。
例年30人の募集を行っているが、毎回
すぐに定員に達している。
60歳以上の男女を募集しているが、男
性受講者が1割程度で男性の参加を増
やす工夫が必要である。（男性6人、女
性24人、計30人）

Ｂ ○ 生涯学習課

担当課

男女共同参画
に関する各種
講座の開催

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック 担当課

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 18



① ② ③

東部女性学級
の開催

豊かで生き生きと暮らせるまちづくりを
目指し、健康、人権等様々なテーマによ
る講座を通じて、女性の生きがいづくり
と仲間づくりを図る。また、地域での男
女共同参画を推進する。

開催回数5回で延べ人数は122人。ス
ポーツ・教養・料理などのカリキュラムを
計画。60歳代（69歳）までの募集で60歳
以上24人、60歳以下は6人の計30人
60歳以下の若い人の参加を増やすよう
考える必要がある。

Ｂ ○ 生涯学習課

西部高齢者学
級の開催

豊かで生き生きと暮らせるまちづくりを
目指し、健康、人権等様々なテーマによ
る講座を通じて、高齢者の生きがいづく
りと仲間づくりを図る。また、地域での男
女共同参画を推進する。

参加者男性21人、女性70人、文化ス
ポーツ、教養、健康等広範囲にわたる
カリキュラムを10回組み、386人の受講
者があった。共同参画の視点に立った
社会教育の推進を図った。
男性の参加を増やすよう考える必要が
ある。

Ｂ ○ 生涯学習課

北部生涯学級
の開催

高齢者に学習する機会を提供し、学び
ながら仲間づくりと知識の向上を図る。

開催回数6回。延べ参加人数147人。
(前年比193％)　高齢者(60才以上)に対
し学習機会を提供している。
参加者が固定化している。参加者は女
性が多くアンバランス。（男性7人、女性
22人、計29人）

Ｂ ○ 生涯学習課

はなみずき学
級の開催

高齢化社会を迎え、健康・趣味・調理等
の学習機会の場を提供し、生きがいや
仲間づくりを図る。

募集定員は以前同様40人で実施。各
開催時のテーマに気を遣い、独自性の
高い講座を目標に開催。高齢者の人
権・健康・運動等の興味ある内容をここ
ろがけている。施設見学も好評だった。
昨年も参加して頂いた参加者が多く、
参加者が固定化。人数的には多種の
講座を計画し、新規の参加者を取り込
みたい。

Ｂ ○ 生涯学習課

みずの輪学級
の開催

高齢者の生きがい、仲間づくりを積極
的に支援し、有意義な人生を送ることを
目指す。市民参加型の学級とし、協力し
ながら企画立案を進める。

募集人員を40人とし、昨年より5人減ら
した。職員の対応できる人数を再検討
しなければいけない。総開催回数9回。
延べ参加人数199人。健康とお笑いを
軸に講座選定を行った。
男性受講者が18％であり、依然男性の
参加者が少ない（男性7人、女性33人、
計40人）。新規参加者も拡大していく
が、参加者を安全かつ楽しく導いていく
ためには、募集人員の見直しも必要と
考える。（募集30人＋職員3人＝33人程
度）

Ｂ ○ 生涯学習課

えのき学級の
開催

高齢者の生きがい、仲間づくりを積極
的に支援し、有意義な人生を送ることを
目指す。また、地域での男女共同参画
を推進する。

募集定員は以前同様40人で実施。各
開催時のテーマに気を遣い、独自性の
高い講座を目標に開催。高齢者の人
権・健康・運動等の興味ある内容をここ
ろがけた。施設見学も好評だった。
昨年も参加した参加者が多く、参加者
が固定化。人数的には多種の講座を計
画し、新規の参加者を取り込みたい。

Ｂ ○ 生涯学習課

和み学級の開
催

超高齢化社会を迎えるにあたり、高齢
者に対し健康・趣味・調理等の学習機
会の場を提供し、参加者が明るく楽しく
元気よくなれような講座を通して生きが
いや仲間づくりを図る。

開催回数8回、定員30人で延べ参加人
数179人。高齢者に対する学習の機会
を提供し、受講者同士のコミュニケー
ションを醸成してる。山梨県下の県立美
術館ワイン工場等の視察研修は好評を
得た。
昨年に比べて2人の男性が参加した。
まだまだ女性が多いので男性が参加で
きる企画を考えたい。皆勤賞の受賞者
は30人中6人で講座によりばらつきが
あった。

Ｂ ○ 生涯学習課

生涯学習サー
クルガイドの発
行

生涯学習サー
クルガイドの発
行

各種サークルの活動内容等を取りまと
めたガイドを発行し、生涯学習に対する
きっかけづくりや生きがいづくり等を目
的に啓発活動を推進する。自らの意思
で自分にあった学習機会を探すことに
より、個人のニーズに応じた学びの場を
提供するとともに、学習活動を通して、
自らの能力開発や地域活動への支援
等を進め、地域社会への女性の参画を
促進する。

サークルの活動情報、募集情報、公民
館の利用情報などを掲載し、850部作
成した。
生涯学習の情報を必要とする人に、部
分的ではあるが情報を提供することが
できた。

Ｂ ○ 生涯学習課

担当課

男女共同参画
に関する各種
講座の開催

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 19



① ② ③
ホームページを
利用しての意識
啓発

(再掲　1-1-①） 企画課

啓発紙「シン
フォニー」の発
行

（再掲　1-1-①） 企画課

男女共生塾の
開催

（再掲　1-1-①） 企画課

広報紙やホー
ムページ等を通
じての学習情報
の提供

広報紙やホー
ムページ等を通
じての学習情報
の提供

国・県等の講演会やセミナー等の事業
について、情報提供を行う。

内閣府や県男女共同参画推進センター
の講演会や講座について、男女共同参
画コーナーにて随時情報提供を行っ
た。

Ａ ○ 企画課

　１－３－①人権尊重意識の高揚

① ② ③

広報紙やホー
ムページを利用
しての意識啓発

人権問題に関
する啓発チラシ
の作成

部落差別の完全解消と、基本的人権尊
重のための意識啓発を行う。

8月の人権尊重社会を目指す県民運動
強調月間にあわせ、人権啓発リーフ
レット作成し、全戸配布。内容は人権問
題全般、平成28年12月に施行された部
落差別解消推進法についても掲載

Ａ ○ ○ 企画課

人権に関する
啓発資料の発
行

人権作文集「じ
んけん」の発行

市内の小中学校の人権作文をもとに、
人権作文集「じんけん」を作成し、市内
の全小中学生及び各公共施設に配布
し、広く人権意識の高揚を図る。

人権作文集「じんけん」を作成し、市内
の全小中学生及び各公共施設に配布
した。

Ａ ○ ○ ○ 生涯学習課

人権を守る市
民の集いの開
催

市民の人権意識の高揚と人権尊重の
心を育て、部落差別をはじめとするあら
ゆる人権侵害をなくし、明るい地域社会
を築く。

12月3日、中学生による人権作文の朗
読とスマイリーキクチさんによる講演を
行った。参加者106人

Ａ ○ ○ ○ 企画課

人権講座の開
催

日本国憲法の基本原理である「基本的
人権の尊重」の精神を正しく認識すると
ともに、地域や職場において「差別のな
い明るい社会づくり」を中心となって行
える、その推進者・指導者の養成と資
質の向上を目指す。

生涯学習人権講座研修会で「子どもの
人権」「同和問題」「障害のある人の人
権」「同和問題」を課題として、各方面の
講師を招いて研修会を4回実施した。参
加者は総数171人であった。
時代の要請に応じて今後の検討をして
いく。

Ａ ○ ○ ○ 生涯学習課

同和問題に関
する講座の開
催

日本国憲法の基本原理である「基本的
人権の尊重」の精神を正しく認識すると
ともに、地域や職場において「差別のな
い明るい社会づくり」を中心となって行
える、その推進者・指導者の養成と資
質の向上を目指す。

生涯学習人権講座研修会において「基
本的人権」や「人権同和問題の解決に
向けて」などのテーマを設定して研修会
を実施した。若い教員を含めて、新たに
同和問題を学ぶ機会ともなっており、よ
い機会ともなった。参加者は38人だっ
た。
同和問題について、今後も継続的に講
座を実施していくための工夫が必要で
ある。

Ｂ ○ 生涯学習課

学校での人権・
同和教育の推
進

学校において、人権問題、同和問題の
意識啓発・活動を行って人権問題の意
識の高揚に努める。各学校の人権・同
和教育推進のためのリーダーを育成す
る。また、各学校の人権・同和教育推進
に係る情報交換を実施し、学校人権・
同和教育のレベルアップを図る。同和
問題、人権問題に対する教職員の意識
を高め、より質の高い教育指導を推進
するための方策を検討する。

各学校において、人権問題、同和問題
に関する教職員研修を計画的に実施す
るとともに、学校外の関係機関における
研究協議会等にも積極的に参加するな
どして、教職員の人権問題、同和問題
に関する意識を高め、児童生徒への指
導力の向上を目指している。
知識の習得だけでなく、人権問題に対
する意識を高めていくことが求められ
る。

Ａ ○ ○ 学校教育課

子どもの人権に
ついての意識
啓発

作文の指導を通して、部落差別、障が
い者差別、男女差別等の人権問題に対
する児童・生徒の意識の高揚を図る。
子どもたちの権利に対する市民の意識
を高めるとともに、自他の権利を互いに
尊重しあう気風を醸成し、男女共同参
加社会の基盤を形成する。

人権週間に合わせた人権作文の取組
や、社会科や道徳等の授業における取
組を通して、児童生徒の人権教育、同
和教育に対する意識啓発活動を実施し
て、自他の権利を互いに尊重し合う感
覚の醸成を図っている。
学校生活全般において人権教育の視
点に立った指導をどこでどのように実践
していくかの共通理解の図り方を工夫し
ていく。年間計画に位置付けて啓発して
いるが、児童生徒の意識の差を縮めて
いくことが課題である。

Ａ ○ ○ 学校教育課

人権問題に関
する講座等の
開催

担当課推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

学校での人権
教育の推進

担当課

男女共同参画
意識の啓発

　１－３　人権を尊重する意識啓発

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 20



　１－３－②生命と性の尊重の意識づくり

① ② ③
人権としてのリ
プロダクティブ・
ヘルス／ライツ
の周知

人権としてのリ
プロダクティブ・
ヘルス／ライツ
の周知

様々な機会を活用して啓発を行い、女
性の人権侵害についての意識を高め、
男女共同参画社会の重要性を啓発す
る。

「女性に対する暴力をなくす運動」期間
にあわせて開催したパネル展にて、女
性の人権侵害についての意識啓発に
努めた。

Ｃ ○ 企画課

健康教育・性に
関する指導の
推進

健康教育・性に
関する指導の
推進

各学校における保健体育・理科・特別
活動等の学習指導を通して性に関する
指導の充実を図り、性に関する正しい
知識を身につけ、男女が互いに尊重し
あう態度を育成する。

各小・中学校において、保健学習を中
心に関係教科と関連させながら、発達
段階に応じて性に関する指導の充実に
努めている。養護教諭等の専門性を生
かすなど指導法を工夫している。
学校医や地域の関係機関等の専門家
の支援や協力など、より効果的な指導
法を継続して追求していく。

Ｂ ○ ○ ○ 学校教育課

　２－１－①経済分野における女性の活動支援

① ② ③
経済分野にお
ける女性の活
動支援に向け
た意識啓発

経済分野にお
ける女性の活
動支援に向け
た意識啓発

起業、経営をはじめとする経済分野に
おける女性の参画の重要性を情報紙
やホームページ等を通じて啓発し、女
性の経済分野への参画を促進する。

内閣府や県男女共同参画推進センター
の講演会や講座について、男女共同参
画コーナーにて随時情報提供を行っ
た。

Ｃ ○ 企画課

女性の再就職
支援

女性の再就職
支援

女性の再就職についての講座の情報
や相談窓口の情報提供を行う。

埼玉県と共催して、女性向け就職支援
セミナーを開催した。求人票の探し方や
応募の留意点などを学び、可能性のあ
る求人を探す方法を伝えることができ
た。
・効率的な求人の探し方と注意点
実施日：平成30年1月17日(水)
参加者：19人(定員20人）

Ｂ ○ 産業振興課

女性の起業支
援

起業に関する県の支援制度や講座、相
談窓口等についての情報提供を行い、
起業をめざす女性を支援する。

商工会の起業相談の中で、女性の起業
に対する支援を実施。女性・シニア向け
創業セミナーを計6回開催した。支援者
に対し、参加者が少ないことから、ＰＲ
方法の検討が必要と考える。

Ｂ ○ 産業振興課

女性の再就職・
起業支援

女性の再就職や起業のための情報提
供や多様な働き方についての啓発を行
う。

男女共同参画情報紙「シンフォニー」
で、多様な働き方についての特集を組
み、NPO法人を立ち上げ活動している
女性を紹介。
内閣府や県男女共同参画推進センター
の講演会や講座について、男女共同参
画コーナーにて随時情報提供を行っ
た。

Ａ ○ 企画課

女性の起業支
援

担当課

担当課

　２－１　いきいきと働くための環境づくり

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

２　一人ひとりが社会参画するための環境づくり

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 21



　２－１－②職場における男女共同参画の推進

① ② ③

各種法律・制度
等の周知

男女雇用機会均等法等法や制度の周
知を行い、労働の場での男女共同参画
を進める。

国や県からの法改正の情報収集や制
度周知のパンフレット等を課内に備え、
広報・周知を図った。女性の社会進出
のための国や県の政策や制度改正等
を、遅れることなく広報・周知していくこ
とが求められる。

Ｂ ○ ○ ○ 産業振興課

パートタイム労
働法の啓発

パート労働法を周知、啓発することで
パート労働者の労働条件の向上を図
る。女性が多いパートタイム労働者の
労働条件は、フルタイム労働者と比べ
て、不利な条件であることが多いため、
法の周知を図る。

リーフレットの配架を行った。また、県と
共催で行った埼玉県労働セミナーでは
社会保障に関する制度や知識、情報を
普及し、よりよい選択の推進を図ること
ができた。加えて、女性向け就職支援
セミナーでは、可能性のある求人票の
探し方などを学び、労働条件への意識
啓発ができた。法改正や制度に関する
情報の広報・周知を引き続き行うととも
に、女性のためのセミナーを継続して行
い、両立支援の制度理解を深める機会
を設ける必要がある。

Ｂ ○ ○ ○ 産業振興課

労働講座の充
実

北本地区埼玉
県労働学院の
充実

労使を取り巻く労働問題や社会情勢、
法･制度等について、正しい理解と認識
を得るためにセミナーを実施する。男女
雇用機会均等法、労働基準法、育児介
護休業法などの法･制度の周知と事業
者へ啓発を行うことで、女性も働きやす
い環境を整備し、労働の場での男女共
同参画を進める。

埼玉県と共催して、社会保障に関する
法改正が行われ、被保険者の増加が
見込まれる時期に、制度や知識、情報
を普及することにより、よりよい選択の
推進を図るセミナーを開催した。
・知っておきたい！社会保険の基礎知
識
実施日：平成29年7月27日(木)
参加者：24人(定員40人)
人々の興味関心が強く、かつ全ての労
働者が安心して働ける職場づくりに効
果的なトピックを選定し、参加者が定員
を満たすような企画と周知方法が必要
であると考える。

Ｂ ○ ○ ○ 産業振興課

セクシュアル・
ハラスメントや
パワー・ハラス
メントを防止す
るための啓発

セクシュアル・
ハラスメントや
パワー・ハラス
メントを防止す
るための啓発

セクシュアル・ハラスメント等を防止する
ための意識啓発を図り、性別による不
利益を受けることなく、労働者が働きや
すい環境整備を支援する。

セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハ
ラスメントを防止するためのパンフレット
や労働相談に関するチラシを配布し、
周知及び啓発が図られた。
セクシュアル・ハラスメントについては相
談しにくい話題であることから、相談し
やすい環境づくりが課題となる。埼玉県
と連携を深め、女性に関する労働相談
や情報提供などに取り組む必要があ
る。

Ｂ ○ 産業振興課

　２－１－③多様な働き方のための環境整備

① ② ③
女性の再就職・
起業支援

（再掲　2-1-①） 企画課

女性の起業支
援

（再掲　2-1-①） 産業振興課

女性の再就職
支援

女性の再就職
支援

（再掲　2-1-①） 産業振興課

無料職業紹介
所の充実

地域で就職したい方を対象に希望と能
力に応じた職業に速やかに就くことがで
きるよう、きめ細やかな相談を実施す
る。

市民の雇用の促進と商工業の振興の
ため引き続き実施し、女性の社会参加
を支援した。
求人件数：138件、求職件数：125件、就
職件数：5件
就職者の増加を図るため、求人登録事
業者の拡大により就労機会の増加を図
り、市民ニーズに応える必要がある。

Ｂ ○ ○ ○ 産業振興課

内職相談の充
実

内職に関する求人を始め、工賃やトラ
ブル、苦情などの相談を実施。　求人情
報を提供する。

内職に関する求人情報の提供と相談業
務を行い、家庭にいながらも社会に参
加する女性への支援を行った。相談件
数：88件、求職件数：37件、内職あっせ
ん件数23件
内職を委託する登録事業者の拡大によ
り就労機会の増加を図り、求職者の要
望に応えていくことが求められる。

Ｂ ○ ○ ○ 産業振興課

配慮度
チェック

無料職業紹介
所（内職相談）
の充実

女性の起業支
援

担当課

男女雇用機会
均等法等の法
律・制度等の周
知

事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

担当課

事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

推進項目

推進項目

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 22



　２－１－④農業・商工業に従事する女性への支援

① ② ③

農業に従事す
る女性への支
援

農業に従事す
る女性への支
援

多様化する労働形態に対応し、働く意
欲のある女性が、家庭や地域での生活
を大切にしながら働き続けられるような
環境づくりを進める。

県の要項に基づき、地域において積極
的に農業経営に従事し、農業における
男女共同参画を推進している女性農業
者を「さいたま農村女性アドバイザー」と
して認定するよう推進した。
また、北本市農政推進会議における農
業振興事業の一つとして、女性農業者
を対象とした農業先進地への視察研修
を開催した。（参加9人）
農業従事者の減少が問題となっている
中、女性の担う役割がより高くなる状況
にあるが、この研修が女性農業者の活
動拡大への一助になったものと考える。

Ｂ ○ ○ 産業振興課

商工自営業等
に従事する女
性への支援

商工自営業等
に従事する女
性への支援

多様化する労働形態に対応し、働く意
欲のある女性が、家庭や地域での生活
を大切にしながら働き続けられるような
環境づくりを進める。

商工会の一般事業費に対し助成するな
かで、商工会女性部の研修・活動に対
し支援を行った。
自立する女性の活動範囲の拡大を図る
ため、情報収集に努め、引き続き支援
していく。

Ｂ ○ 産業振興課

　２－１－⑤仕事と家庭生活の両立支援

① ② ③

両立支援制度
の周知

両立支援制度
の周知

労働講座や啓発資料の配布などを通じ
て、事業主に対して仕事と家庭の両立
支援制度の周知を行う。

埼玉県と共催して、社会保障に関する
法改正が行われ、制度や知識、情報を
普及することにより、よりよい選択の推
進を図るセミナーを開催した。労働者だ
けでなく事業主も知識を得ることで、安
心して働ける職場環境づくりの支援を
行った。
・知っておきたい！社会保険の基礎知
識
実施日：平成29年7月27日(木)
参加者：24人(定員40人)
参加者が定員を満たすよう、労使ともに
関心の高いトピックを選定したセミナー
を企画し、効果的な周知方法を検討す
る必要がある。

Ｂ ○ ○ ○ 産業振興課

母性保護に関
する啓発

母性保護に関
する啓発

健やかな子を産み育てるために、就労
妊婦の健康管理の必要性について、知
識を普及する。

母性健康管理指導事項連絡カードの配
布371人

Ｂ ○ ○ ○ 健康づくり課

保育所の整備 保育所の整備

両親の就労等により保育に欠ける児童
に、子供の成長に望ましい保育を実施
する。女性の社会参加、核家族化等に
より、児童の置かれている家庭環境が
変化し、保育ニーズが多様化している。
就労形態に合わせた保育サービスの
提供と保育所の整備充実を図り、女性
の社会参画を支援する。

年度当初は待機児童が発生しなかった
ものの、年度途中において申込者の増
加により、2歳児では空枠数が0人とな
る月もあった。
今後、保育利用率の上昇により、年齢
によっては受入枠数が不足する可能性
があるため、保育枠の確保が必要であ
る。

Ａ ○ ○ ○ こども課

延長保育、乳児
保育、一時保育
事業

延長保育、乳児
保育、一時保育
事業

両親の就労等により保育に欠ける児童
に、子供の成長に望ましい保育を実施
する。女性の社会参加、核家族化等に
より、児童の置かれている家庭環境が
変化し、保育ニーズが多様化している。
就労形態に合わせた保育サービスの
提供と保育所の整備充実を図り、女性
の社会参画を支援する。

延長保育は市内全園で実施している。
乳児保育事業については、市立中央保
育所を除く9園で実施している。
一時保育については、市立東保育所、
スマイル保育園、Coccoルーム及び埼
玉ヤクルト保育園で実施している。
勤務形態等の多様化等に伴い、休日保
育需要が高まってきているが、対応す
る保育士の確保が難しく、実施が困難
となっている。

Ａ ○ ○ ○ こども課

病児・病後児保
育事業

病児、病後児保
育事業

病気治癒後、保育所での保育が困難な
児童に対する保育の実施

東保育所で病後児保育事業、中丸保育
園で体調不良児保育事業、北里大学メ
ディカルセンターで病児保育事業を実
施している。
急な利用にも対応できるよう運用方法
の見直しを検討する必要がある。

Ａ ○ ○ ○ こども課

担当課

担当課
配慮度
チェック

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 23



① ② ③

ステーション保
育事業

駅前保育ス
テーションの充
実

駅を利用する保護者の利便性に配慮し
た育児支援を行う。

高尾保育園に委託して事業を実施して
いる。対象施設は高尾保育園、深井保
育所及び東保育所の3園
対象施設以外の保育利用者からのス
テーション保育の利用希望に対応でき
るために、運営内容の改善が必要であ
る。

Ａ    こども課

ファミリー・サ
ポート・センター
事業

ファミリー・サ
ポート・センター
事業

市民の相互協力により、地域での子育
て支援を行う。子育て支援の充実を図
り、保護者の就労及び家庭生活を支援
する。

児童館内においてファミリーサポートセ
ンター事事業を実施。アドバイザーが市
民の仲介をし、協力会員と依頼会員と
の契約により事業を実施
育児支援事業の充実に伴い、ニーズは
低下しているが、養育支援が必要な家
庭へのニーズが高まっている。 継続的
に地域の相互援助活動が必要

Ａ ○ ○ ○ こども課

学童保育事業 学童保育事業
小学校就学児童のうち、保護者が就労
等により昼間家庭にいない児童の健全
な育成を図る。

実施箇所12室、利用延べ人数7,685人
利用者の増加に伴う、受け入れ体制の
強化

Ａ こども課

　２－２－①地域社会における男女共同参画の推進

① ② ③

自治会活動に
おけるリーダー
的役割への女
性の参画促進

自治会活動に
おけるリーダー
的役割への女
性の参画促進

住民と身近な存在である自治会は、よ
り地域の実情に即した活動が求められ
ている。地域の下部組織においては、
女性の活動が見られるものの、単位自
治会長に女性は少なく、地域活動に女
性が積極的に参加できるよう環境づくり
を進める。

111自治会のうち7地区で女性の自治会
長が就任している。そのうち自治会連
合会の理事に1人就任しており連合会
の運営に積極的に参画している。
総会1回6人、広報委員会4回2人、理事
会7回5人、研修会3回7人参加
単位自治会の地域活動においては女
性の参加が見られるが、地域の総意で
選出される自治会長の女性就任は少な
い。

Ｂ ○ くらし安全課

地域コミュニ
ティ祭りへの支
援

地域コミュニ
ティ祭りへの支
援

地域が主体となったまちづくりを進める
ため、地域コミュニティの積極的な活動
を支援する。

地域コミュニティ祭りは、それぞれの地
域の特色を生かしながら、運営はもとよ
り、作品展の出品にも女性の活躍が目
立っている。
8圏域5、9、1、2、3月開催　　合計
23,761人参加
今後も男女とも参加しやすいコミュニ
ティ活動が継続されるよう支援していき
たい。

Ａ ○ くらし安全課

環境美化運動
の実施

環境美化運動
の実施

北本市自治会連合会主催による市民
参加の地区清掃活動。市民の1人1人
が「自らの手で清潔にし、そして汚さな
い」ことを自覚し、健康で住みよい快適
なまちづくりをめざすため、市民の自主
的な活動として誰でも参加できる運動を
実施する。地域活動やボランティア活動
などの地域活動の場での男女共同参
画を促進する。

・快適な環境づくり運動
実施期間　平成29年5月7日～6月18日
実施地区　107地区
参加人数　11,605人
・秋の環境美化運動
実施期間　平成29年9月10日～11月19
日
実施地区　　90地区
参加人数　9,888人
対前年度比「実施地区」、「参加人数」
共に減少。自治会に入らないアパート
等の住民の参加は相変わらず少ない。

Ｂ ○ 環境課

自主防災組織
の育成

自主防災組織
の育成

災害時、自分たちのまちは自分で守る
という心構えが必要であり、二次災害の
防止や軽減を図るため、地域住民によ
る防災組織の結成と育成を図る。また、
防災知識を習得・体得することで、災害
時はもちろんのこと、地域住民皆が協
力して防災活動を行う必要がある。

災害発生時に住民自らが共助の精神
で、地域の安全を守り、防災活動を行う
防災組織を各自治会に立ち上げ、地域
の防災力の向上を図る。
自主防災組織設立（新規）　　2団体
自主防災組織活動（既存）　57団体
今後は男女共同参画を意識した女性の
登用について啓発する。
自主防災組織の活動の主となる構成メ
ンバーは、各自治会の役員となってお
り、女性登用の配慮がなされていない
地区が見受けられる。

Ｃ ○ くらし安全課

推進項目 事業名 事業の目的・内容 担当課

配慮度
チェック

事業実施状況及び問題点
評
価

事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

担当課

　２－２　地域社会における男女共同参画の推進

推進項目 事業名

配慮度
チェック

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 24



① ② ③

消費生活セミ
ナーの開催

セミナーを通じて、消費生活に関する情
報を提供することにより、賢い消費者を
育成する。

消費生活講座は公民館等で8回開催
し、参加者数は202人。セミナーの中心
は消費者被害の多い高齢者だが、若い
世代から消費者教育を行う必要があ
る。

Ａ ○ ○ ○ 市民課

消費生活相談
の実施

巧妙化する悪徳商法、各種契約トラブ
ルに対して、専門の相談員による相談
窓口を開設し適正な対応をすることによ
り、消費者の安全・利益を確保する。

毎週月～金曜日10:00～12:00、13:00～
16:00に実施。　相談件数は315件。巧
妙化、複雑化する消費生活相談に対応
できるよう、消費生活相談員の能力を
向上していくことが急務となっている。

Ａ ○ ○ ○ 市民課

消費生活情報
の積極的な提
供

消費者問題に関する各種情報を積極
的に提供し、消費者問題の啓発に努め
る。

産業まつり会場に消費者被害防止のた
めの消費生活コーナーを開設。
「北本市消費生活相談あれこれ」を広
報紙・ホームページに掲載。
悪質商法被害防止注意喚起リーフレッ
トを作成し、全戸配布。
常に消費者問題の最新情報を収集し、
より多くの市民へ情報の周知徹底をし
ていくことが課題である。

Ａ ○ ○ ○ 市民課

家族で参画でき
る地域交流事
業の開催

感動桜国きたも
とウォーク大会
の充実

男女問わず子どもから高齢者まで、自
らの健康づくりと家族、友人、地域住民
との交流を図る。生涯を通じた健康維
持を支援するための機会を提供する。

市内の桜・文化遺産を巡り歩くコースを
参加者の体力に合わせて2つ設定し、
誰でも気軽に参加できるよう配慮した。
中高年を中心に幅広い年齢層が運動
に親しむ機会を提供することができた。
参加者数497人。だれでも参加できるイ
ベントである。屋外イベントのため、天
候に左右される。

Ｂ ○ ○ スポーツ健康課

地域コミュニ
ティ体育祭の開
催

地域コミュニ
ティ体育祭の開
催

スポーツ・レクリエーションを通じて、地
域住民の親睦と健康・体力の維持を図
る。体育祭を通して世代間の交流を図
り、併せて各世代の女性も参加しやす
い地域に根ざした形での実施を支援す
る。

各地域コミュニティにおいて特色ある種
目を企画し、子どもから高齢者まで男女
関係なく楽しく参加できるよう工夫をこら
して実施している。地域住民の親睦や
交流が行われ、地域の繋がりが深まっ
た。参加人数4,046人（ただし、雨天によ
り5団体が中止、3団体が体育館で実施
した）。
地域住民が男女問わず参加できるイベ
ントである。屋外イベントのため、天候
に左右される。

Ｂ ○ ○ スポーツ健康課

世代間交流を
促進するスポー
ツ交流事業の
充実

ラジオ体操と
ｳｫｰｷﾝｸﾞの充
実

子どもから高齢者まで、自らの健康体
力づくりと世代間交流を図る。生涯を通
じた健康維持の支援をする。

スポーツ推進委員が積極的に声をか
け、多くの市民に早朝に運動する機会
を提供することができた。延べ参加者数
251人。
老若男女だれでも参加できるイベントで
ある。屋外イベントのため、天候に左右
される。

Ｂ ○ ○ スポーツ健康課

学校体育施設
の開放

学校体育施設
の開放

市内の学校体育施設の開放により、市
民が運動・スポーツ・レクリエーション等
身体活動に親しむ場所を提供すること
によって、生涯スポーツの振興や健康
の維持増進・体力向上を図る。

年間3回の調整会議で、利用施設ごと
に話し合いの上、活動日を確保し、ス
ポーツやレクリエーション活動に親しむ
ことができている。利用者数47,478人。
老若男女がスポーツ活動を通じて、交
流を深めている。

Ａ ○ ○ スポーツ健康課

　２－２－②市民・事業者・各種団体との協働の推進

① ② ③

研修等への講
師派遣

研修等への講
師派遣

男女共同参画に関する講師を派遣す
る。

講師派遣0件。各種団体等へ男女共同
参画に関する研修の実施を促す必要
がある。

Ｄ 企画課

評
価

配慮度
チェック推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点

評
価

配慮度
チェック

担当課

担当課

消費者活動へ
の支援

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 25



① ② ③

ごみ減量等推
進市民会議の
支援

地域住民が主体となったまちづくりを進
めるため、積極的な市民活動を支援す
る。大きな社会問題となっているごみ問
題に対し、自主的かつ積極的に活動し
ている団体であり、活動を通じて得た知
識、経験等により地域のリーダーとして
の活躍が期待できる。

・ごみ減量推進員会議
日時　平成29年6月17日
参加者数120人
・ごみ減量推進市民大会
日時　平成29年10月22日
参加者数140人
ごみ減量等推進会議の役員や地域の
ごみ減量推進員において、対前年度比
「参加人数」減。女性が少ない状況にあ
る。

Ｂ ○ 環境課

ボランティア活
動への支援

地域、施設、ボランティアに関する各種
団体等との連携を図り、だれでも、いつ
でも、気軽に活動ができるよう、住民の
参加の推進を図る。

北本まつり実行委員会に参加団体より
推薦を受けた女性委員を起用し、女性
の参加を推進した。参加団体の推薦者
が、まだ男性が多いことから、今後女性
の推薦を促すような試みが必要であ
る。

Ｂ ○ ○ ○ 産業振興課

ボランティア活
動への支援

地域、施設、ボランティアに関する各種
団体等との連携を図り、だれでも、いつ
でも、気軽に活動ができるよう、住民の
参加の推進を図る。

障がい者支援に携わる事業所やボラン
ティア団体から活動状況の情報提供等
を受け、各種事業や活動を支援してい
る。
各団体との情報の共有、団体間の情報
交換や連携を図る必要がある。

Ｂ ○ ○ ○ 障がい福祉課

ボランティア活
動への支援

地域、施設、ボランティアに関する各種
団体等との連携を図り、だれでも、いつ
でも、気軽に活動ができるよう、住民の
参加の推進を図る。

各地域で自主的に行われている地域介
護予防活動（サロン）団体の情報交換
会や、サロン担当者のスキルアップを
目的に研修会を開催した。2回開催、92
人参加
ご近所型介護予防の活動支援を実施
し、4ケ所の通いの場が立ち上がった。
介護予防サポーター38人
サロン活動継続のための支援と新規の
サロン活動の立ち上げ、サロン運営の
担い手不足が課題

Ｂ ○ ○ ○ 高齢介護課

ボランティア活
動への支援

地域、施設、ボランティアに関する各種
団体等との連携を図り、だれでも、いつ
でも、気軽に活動ができるよう、住民の
参加の推進を図る。

水路の藻刈りを耕作者や地域の人が
行っている。
住民の高齢化や農地の耕作放棄により
参加者が減少している。市で責任を
持って行ってほしいとの意見もいただい
ている。

Ａ ○ 道路課

市民活動団体
（市民公益活動
団体）への情報
提供の充実

市民活動団体
（市民公益活動
団体）への情報
提供の充実

市民との協働のまちづくりを進めるた
め、市民公益活動団体の活動支援につ
ながる情報提供を行う。

市民公益活動支援コーナーにおいて公
益活動に係るパンフレット等を掲示する
ほか、公益的な活動を実施している団
体が利用できる掲示板を北本駅自由通
路内に設置し、情報提供の充実を図っ
た。
今後も公益的な活動を支援していきた
い。

Ａ ○ ○ ○ くらし安全課

地域の人材の
活用と育成

男女きらきら北
本いっしょにプ
ログラム（男女
共同参画推進
者登録制度）の
推進

男女共同参画推進者登録制度により、
市民・事業者・各種団体の活動を支援
する。

庁舎2階の男女共同参画コーナーに、
登録団体の打ち合わせスペースを設け
た。登録団体の活動の周知に協力し
た。

Ｃ ○ 企画課

　２－２－③国際的な視野をもった男女共同参画の推進

① ② ③

国際理解教育
の実施

国際理解教育
の推進

学校において、各教科等の時間をとお
して日本及び諸外国の文化・伝統等に
ついて深い理解をもち、国際社会にお
いて信頼され、世界平和と発展に貢献
するような児童・生徒を育成する。

各教科、外国語活動、総合的な学習の
時間及び特別活動等の時間を通して、
広い視野からの日本及び諸外国の文
化・伝統の理解や国際交流に積極的に
取り組めるような資質・能力を計画的に
育成している。また教職員の指導力を
向上させるための研修を計画的に実施
している。
今後さらに伝統と文化を尊重し、グロー
バル化に対応する教育の推進を図るた
めの方策を検討していく。

Ａ ○ ○ 学校教育課

担当課推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック 担当課

配慮度
チェック

各種団体への
活動支援

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 26



① ② ③

平和を考える集
いの実施

平和を考える集
いの実施

恒久平和の実現を目指して、市民一人
ひとりの平和意識の醸成を図るため、
公益団体や各種企業並びに市民団体
からも実行委員を選出し、幅広い観点
から平和啓発活動を実施する。

実行委員10人（公募4人、公益団体5団
体、企業1人）。
北本市平和を考える集いを5日間開催
し、参加者数770人
平和啓発事業は1団体が実施。
多くの人に平和意識を共有してもらうた
め、実行委員会を開催し、事業を行って
いるが、実行委員のなり手の発掘と、若
い世代の参加者の拡大が課題となって
いる。

Ａ ○ ○ ○ 市民課

国際交流の促
進

国際交流ふれ
あいラウンジの
充実

学習センターを国際交流の拠点施設に
位置付け、外国人に対する日本語学習
や、交流・交換事業を通じて、在外外国
人と市民との国際理解及び国際交流を
推進する。

学習センターを拠点に、外国人に対して
日本語を教えたり、外国語の勉強をし
たりしている。
基本活動である「にほんご広場」への外
国人学習者が昨年より減少している。

Ｂ ○ 生涯学習課

　２－３－①男女共同参画の視点に立った防災対策

① ② ③

自主防災組織
における男女共
同参画の推進

自主防災組織
における男女共
同参画の推進

地域防災組織の結成と育成を図る。ま
た、自主防災組織に対し、防災対策に
おける男女のニーズの違いや女性・乳
幼児・高齢者等への配慮の必要性な
ど、男女共同参画の視点の必要性につ
いて啓発に努める。

59団体のうち4団体において女性の会
長が就任し、地域の安心安全を目的と
した防災活動を図っている。
今度、自主防災組織全体会議等で男女
共同参画について、啓発していく。
女性の登用が少ない団体が見受けら
れることから、男女共同参画の必要性
について引き続きの啓発が必要であ
る。

Ｃ ○ くらし安全課

女性に配慮した
災害対応・復興
対応の検討

女性に配慮した
災害対応・復興
対応の検討

災害対策及び復興対応において、女性
のニーズを反映した対策を進めるた
め、男女共同参画の視点から検討を行
う。

北本市地域防災計画に、災害応急対
策計画として、女性や災害時要支援者
等に対する配慮を定め災害時の対応を
図る。
防災減災対策を講じる際には、男女共
同参画の視点からの検討を更に進める
必要がある。

Ｂ ○ くらし安全課

　２－３－②男女共同参画の視点に立った防犯対策

① ② ③

地域における防
犯体制の整備

地域における防
犯体制の整備

地域防犯推進委員、自主防犯組織等
の地域防犯組織の活動支援を行うとと
もに、防犯灯の設置などにより犯罪の
起こりにくい環境整備を進める。また、
犯罪被害者への支援を行う。

自主防犯団体　総数112団体　防犯相
談　平均2回
自主防犯団体の組織設立の支援や防
犯カメラの運用及び青パトによる防犯
パトロールを実施した。
犯罪被害者に対する相談及び犯罪被
害者支援センター窓口の紹介、犯罪被
害者給付金等の教示等を実施した。
自主防犯組織に対するパトロール用品
の支援により増加を図った。
犯罪被害者支援に関しては活動の周
知と更なる広報が必要である。

Ｂ ○ くらし安全課

防犯意識の高
揚

防犯意識の高
揚

警察や防犯協会と連携し、防犯指導や
啓発活動を進め、防犯意識の高揚を図
る。

振り込め詐欺や街頭犯罪防止キャン
ペーン等を警察・防犯協会と連携して実
施したり、防犯講話を実施した。
年齢層や性別等の犯罪状況を分析し、
対象となる市民に対し、効果的な活動
をする必要がある。

Ｂ ○ くらし安全課

担当課

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック 担当課

事業の目的・内容事業名 事業実施状況及び問題点
配慮度
チェック

　２－３　防災・防犯分野における男女共同参画の推進

推進項目
評
価

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック 担当課

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 27



　３－１－①リプロダクティブ・ヘルス／ライツの意識啓発

① ② ③

リプロダクティ
ブ・ヘルス／ラ
イツの周知

マタニティホル
ダーの活用

女性が自らの性や健康についての自己
決定権を持つことができるよう、普及・
啓発活動を行う。

母子健康手帳交付時にマタニティキー
ホルダー配布371人

Ｂ ○ ○ ○ 健康づくり課

啓発資料の作
成・配布

女性健診・乳が
ん子宮がん検
診　疾病予防

がん罹患率が上昇している中、予防対
策・早期発見の手段のために、啓発の
ためのパンフレットを作成し、配布を行
う。

30代までの健康力アップ健診（女性）、
各種がん検診の際、北本市の健康指
標、健康づくりのためのヒントなどを掲
載したチラシ、パンフレットなどを配布。
引き続き、事業の際に啓発に努める。

Ｂ ○ 健康づくり課

健康教育・性に
関する指導の
推進

健康教育・性に
関する指導の
推進

（再掲　1-3-②) 学校教育課

けやき学級の
開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

東部高齢者学
級の開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

西部高齢者学
級の開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

北部生涯学級
の開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

はなみずき学
級の開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

みずの輪学級
の開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

えのき学級の
開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

和み学級の開
催

（再掲　1-3-③） 生涯学習課

事業実施状況及び問題点

① ② ③

精神保健講演
会
こころの相談

こころの病について、講演会等により広
く一般社会の理解を深め、患者・家族
等の相談事業により相談支援を行う。

精神科医によるこころの相談を5回実
施、相談者10人。自殺予防普及活動街
頭キャンペーンを1回実施。チラシ、
ティッシュを1,000部配布。更に事業の
浸透をはかるため、周知方法を検討す
る。

Ｂ ○ ○ ○ 健康づくり課

暮らしとこころ
の総合相談会

経済、法律、健康の問題など、様々な
悩みを抱えた人を対象に、弁護士、司
法書士、社会福祉士、精神保健福祉士
などがそれぞれの立場を活かした専門
相談をワンストップで行う。このことによ
り、うつ病予防、自殺予防に繋げる。

年2回実施。利用者16組。新聞、広報、
SNS等での周知によって本事業の認知
度も浸透しつつある。引き続き事業を周
知し、女性も利用しやすいような環境づ
くりを行う。

Ｂ ○ ○ ○ 健康づくり課

健康診査等の
充実

肝炎ウイルス検
診

母子感染、性交渉による感染の可能性
のあるB・C型肝炎の検査を行い、早期
発見、早期治療に寄与する。

30代までの健康力アップ健診（女性）、
各種がん検診の際、北本市の健康指
標、健康づくりのためのヒントなどを掲
載したチラシ、パンフレットなどを配布。
引き続き、事業の際に啓発に努める。

Ｂ ○ ○ ○ 健康づくり課

女性を対象とし
た健康診査の
充実

30代までの健
康力アップ健診
（女性）

健康診査を受ける機会のない女性（40
歳未満）を対象に、自分の体について
理解を深め、健康維持や生活習慣病の
予防を推進する。

集団健診として、年15日間実施。受診
338人。健診後、事後相談として講座を
2回実施、20人参加。健診時、保育士を
配置し、子育て中の女性が受診しやす
いよう配慮した。
引き続き、事業の際に啓発に努める。

Ｂ ○ ○ ○ 健康づくり課

健康講座等の
開催

担当課

精神保健相談
の実施

評
価

配慮度
チェック 担当課

事業名 事業の目的・内容
評
価

配慮度
チェック

事業実施状況及び問題点

推進項目

３　生涯を通じた健康づくりと福祉の充実
　３－１　生涯を通じた健康づくりへの支援

推進項目 事業名 事業の目的・内容

 ３－１－②ライフステージにあわせた健康づくり支援

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 28



① ② ③

各種ガン検診
の充実

各種がん検診
がんの早期発見、早期治療のために検
診を実施し、がん死亡の減少を図り、
QOLを推進する。

集団検診として、胃・肺・大腸がん・乳・
子宮がんを同時に15日間実施。個別検
診を大腸がん6か月間、乳がん5か月
間、子宮がん3か月間、前立腺がん4か
月間実施した。延べ受診者数12,481
人。
集団検診時、保育士を配置し、子育て
中の女性が受診しやすいよう配慮し
た。
引き続き、事業の際に啓発に努める。

Ｂ ○ ○ ○ 健康づくり課

運動教室等の
開催

30代までの健
康力アップ健診
（女性）事後講
座

保健師と栄養士による個別相談を通し
て、健診結果と生活習慣の関係を知る
ことで、自らの健康状態、そこに至る生
活習慣を振り返り、健康行動のきっかと
する。

年2回実施。参加者20人。北本市の健
康課題としての女性の痩せや欠食を改
善する内容を取り入れ、より理解を深め
る必要あり。

Ｂ ○ 健康づくり課

　３－２－①男女がともに取り組む子育ての促進

① ② ③

父親向けの子
育て参加パンフ
レットの配布

父親向けの子
育て参加パンフ
レットの配布

父親の育児への積極的な参画の推進
のため、子育てガイドを配布する。

パパのためのお風呂の入れ方講習会
で、父親向けの子育てパンフレットを36
部配布。父親の積極的な育児参加を推
進するため、妊娠届出時の全数配布を
検討する。

Ｂ ○ ○ ○ 健康づくり課

父親教室・母親
教室の充実

マタニティセミ
ナー
パパのための
お風呂の入れ
方講習会

（再掲　1-2-①） 健康づくり課

子育てパンフ
レットの発行

子育てパンフ
レットの発行

子育てに関する情報提供
「子育て応援ガイドブック」を更新し、平
成30年2月に発行し配布

Ａ ○ ○ ○ こども課

男性の学校行
事等への参画
促進

男性の学校行
事等への参画
促進

父親も進んで児童・生徒の教育に関わ
りを持ち、授業参観等の学校行事への
積極的な参加を働きかけるよう、学校を
指導する。

保護者に来校を促す授業参観や学校
公開日、運動会、体育祭などを土日に
開催することで、父母がいずれも同じよ
うに出席できるようにし、父親の参画を
促進した。また、各学校において「おや
じの会」等が組織され、学校行事や学
校に関するボランティア活動等を積極
的に行っている。
父親同士の横のつながりを構築し、参
加しやすい環境作りを進める事が求め
られる。保護者の仕事も多様であり、土
日に限らず、年間行事の曜日を工夫
し、全部は難しくてもどれかに参加でき
るよう実態に合わせた工夫の検討が必
要がある。

Ａ ○ ○ ○ 学校教育課

　３－２－②地域で支える子育て環境の充実

① ② ③

育児教室・訪問
指導の充実

乳幼児家庭全
戸訪問
乳幼児家庭訪
問

出産後早期に家庭訪問を行うことで、
育児に必要な知識の啓発、育児不安の
解消を図り、育児の孤立化を防ぐ。必
要に応じ継続的な支援を行う。その他
に、育児不安軽減のため、各種教室を
実施する。

・乳児訪問（乳児家庭全戸訪問含む）
実件数382件、延べ件数393件
・幼児訪問　実件数37件、延べ件数53
件
・妊婦保健指導　訪問1件、面接4件
・離乳食講習会　24回実施　250人来所
昨年度より乳児家庭全戸訪問実施率
が低下している。
訪問実施率の向上と、出生後早期の訪
問に努め、育児不安の軽減、育児の孤
立化を防ぐ。

Ｂ ○ 健康づくり課

ファミリー・サ
ポート・センター
事業

ファミリー・サ
ポート・センター
事業

（再掲　2-1-⑤） こども課

担当課

担当課

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

担当課

　３－２　子育て支援の充実

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 29



① ② ③

子育てサークル
の育成・支援

子育てサークル
の育成

少子化により近所で遊び友達が見つけ
にくい状況にあり、同年代の子どもと母
親の遊びサークルを育成し、心身ともに
健やかな成長を支援する。母親同士が
子育ての情報交換を行うことにより、育
児不安の軽減を図り子育て支援を行
う。

地域子育て支援センターと連携し、わん
ぱくまつり1回開催。
育児支援事業の充実に伴い、ニーズは
低下しているが、継続的に地域の育児
支援の育成が必要

Ａ ○ ○ ○ こども課

地域子育て支
援拠点事業

地域子育て支
援拠点事業

妊婦や0歳から3歳の子とその親が気軽
に子どもと遊んだり、親同士の情報交
換をしたり、スタッフに子育て相談がで
きる場を提供し、子育てを支援する。

地域子育て支援センター5か所の支援
事業の充実を図る。
Coccoひろば、北本市北本駅子育て支
援センター、中丸保育園子育て支援セ
ンター、北本市子育て支援センター、北
本市立児童館
利用者からの相談の増加や利用者同
士の交流が深まっている。ひきつづき
機能の充実が課題

Ａ ○ ○ ○ こども課

障害児学童保
育室事業

障害児学童保
育室事業

特別支援学級及び特別支援学校に通
学している放課後児童の受け入れ。

障害児学童保育室1室
受入対象：小学校１年生から高校3年生
支援する職員及びボランティアが不足
している。

Ａ ○ ○ 障がい福祉課

こども療育セン
ター事業
(児童発達支援
センター事業)

児童発達支援
事業
保育所等訪問
支援事業
相談支援事業

児童発達支援事業、保育所等訪問支
援事業、相談支援事業の実施

児童発達支援事業延べ1,181人、保育
所等訪問支援事業延べ462人、相談支
援事業延べ958人
地域連携等への配慮が必要

Ａ ○ ○ ○ こども課

9カ月児育児相
談
乳幼児育児相
談
1歳6か月児育
児相談
その他随時相
談

親が児の心身の発達を理解し、共に協
力して子育てができるように支援する。

・9か月児育児相談
24回実施　325人来所
・乳幼児育児相談
12回実施　361人来所
・1歳6か月児健診事後育児相談
11回実施　42人来所
・その他随時相談、電話、来所等　145
人
妊娠期から子育て期にかけて継続的な
支援を行うため、子育て世代包括支援
センターを開設し、父母が安心して育児
が行えるように努める。

Ｂ ○ 健康づくり課

家庭児童相談
の充実

子育てに悩む親の育児不安を解消する
ための相談を充実させる。家庭におけ
る児童の福祉について、市民の相談に
応じ、望ましい子育てについて助言、指
導を行う。

養護58件　保健11件　 障害67件　非行
0件  育成 95件　その他64件 合計295
件を対応
家庭児童相談員の勤務体制により、相
談の対応が出来ないことがあるため検
討が必要

Ａ こども課

相談機能の充
実

教育相談の充
実

電話や面接による教育相談を充実さ
せ、教育、人権、育児等についての保
護者や児童・生徒の悩み解消を支援す
る。

各中学校におけるさわやか相談室や、
市教育センターにおけるカウンセラーに
よる相談を実施している。また各小・中
学校においては、教育相談期間を設
け、児童生徒の状況に応じた相談活動
を実施している。また、スクールソー
シャルワーカーを活用して相談を必要と
する児童・生徒・保護者に対応を行って
いる。その他、各学校では毎月１回、な
かよしアンケート（小学校）・学校生活ア
ンケート（中学校）を実施した。
相談内容の解決に向け、相談者、学
校、相談機関がより一層の連携体制を
構築していくことが必要である。

Ａ ○ ○ 学校教育課

　３－３－①ひとり親家庭への支援

① ② ③

ひとり親家庭へ
の経済的支援

ひとり親家庭等
医療費支給事
業

ひとり親家庭等に対し、医療費の一部
を支給することにより、ひとり親家庭等
の生活の安定と自立を支援し、もってひ
とり親家庭等の福祉の増進を図る。

登録者数（年度末）1,178人
支給延べ人数10,561人

Ａ ○ ○ ○ こども課

配慮度
チェック 担当課

　３－３　安心して暮らすための体制づくり

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック 担当課

相談機能の充
実

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 30



① ② ③

児童扶養手当
支給事業

母子世帯等の児童の心身の健やかな
成長に寄与するため、手当を支給し福
祉の増進を図る。

登録者数（年度末）501人
支給延べ人数5,762人

Ａ ○ ○ ○ こども課

小中学校にお
ける要保護・準
要保護家庭に
対する補助事
業

親が安心して子どもを育てることができ
るよう、また経済的な理由で就学の機
会が失われることのないように、学校教
育に必要な経済的な援助を行う。ひとり
親家庭に対する経済的な支援を行うこ
とにより、安心して生活できる環境を作
り、併せて女性が働き続けることのでき
る環境作りを推進する。

就学援助に関する実施要綱に基づき、
すべての児童生徒が経済的な理由で、
教育の機会を失うことのないように、就
学援助を行い、ひとり親家庭の保護者
が安心して子育てできるように支援して
いる。また、小・中学校とも新入学学用
品の入学前支給を実施した。
制度の周知方法等について、検討して
いく。

Ａ ○ ○ 学校教育課

ひとり親家庭へ
の日常生活支
援

ひとり親家庭等
日常生活支援
事業

母子・父子家庭の母、父、児童または
一人暮らしの寡婦の一時的な傷病等
で、日常生活に支障がある家庭に対
し、必要な家事等を行わせるため、ヘル
パーを派遣してひとり親家庭等の福祉
の増進を図る。

0件
制度の周知徹底

Ａ ○ ○ ○ こども課

母子生活支援
施設への入所
措置

母子生活支援
施設への入所
措置

配偶者のない女子等及びその者の養
育すべき児童を入所させて、これらの
者を保護する。母子生活支援施設では
居室を提供するほか、生活上の心配事
や仕事の事、子どもの教育の事等の問
題解決の相談を行う。

相談件数　1件
措置件数　0件
制度の周知徹底

Ａ こども課

ひとり親家庭へ
の就労支援

ひとり親家庭高
等職業訓練促
進費等事業

父子家庭の父又は母子家庭の母の就
業に有利な資格の取得を促進するた
め、修学期間の一定期間等について、
高等技能訓練促進費等を支給する。

申請件数12件
制度の周知徹底

Ａ ○ ○ ○ こども課

　３－３－②高齢者と介護への支援

① ② ③

成年後見制度
利用支援事業
の実施

認知症高齢者等が後見人制度を利用
するにあたり、その支援をすることによ
り、要支援者が有する能力を活用し、自
らが希望する自立した日常生活を営む
ことができる環境整備の実現に資す
る。認知症等の状態にあるために意思
能力に乏しく、日常生活を営むのに支
障がある者等で、2親等内の親族がい
ないか、いても疎遠の関係にある場合
等に、市長による後見等開始の申立て
を行うとともに、その申立てに要する費
用を助成する。また、家庭裁判所が後
見人等を選任した後における、後見人
等に対する報酬の全部または一部を助
成する。ただし、対象者の生活の場が
在宅にあっては月額28,000円、施設入
所中にあっては月額18,000円を上限と
する。

成年後見決定までの個別支援
成年後見市長申立て診断書作成　1人
成年後見市町申立て　1人
高齢化の進展に伴い、認知症等で支援
を要する人が増えている。また、成年後
見制度に関する相談も増えている。

Ｂ ○ ○ 高齢介護課

地域包括支援
センターの利用
促進

高齢者が可能な限り、住み慣れた地域
で生活を継続していけるよう、平成18年
4月1日に、地域包括ケアの中核機関と
して介護保険法に基づき創設された地
域包括支援センター（4箇所設置）の利
用促進を図るため、市民等に周知を行
う。

高齢介護課での相談等において地域
包括支援センターの周知を図っている。
相談件数：13,809件、指定介護予防支
援相談：15,892件
6月に、民生委員に65歳以上の独居、
75歳以上の世帯等の状況把握の協力
を得ている。
地域包括支援センターの認知度の向上
が課題である。

Ａ ○ ○ 高齢介護課

高齢者の地域
での生活への
支援

事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック 担当課

事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック 担当課推進項目

推進項目

ひとり親家庭へ
の経済的支援

事業名 事業の目的・内容

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 31



① ② ③

介護予防教室
等の開催

要介護状態になることを予防することに
より、健康な高齢者を増加させるととも
に、介護保険制度の運営を円滑にす
る。介護予防事業や啓発活動等を行
う。

若返り運動教室：3会場6回、延べ286人
高齢者学級にて介護予防啓発：6会場、
148人参加
運動教室の参加者の増加、介護予防
啓発の継続実施が課題である。介護予
防啓発についてはさらに広く啓発を行う
ことが課題

Ｂ ○ ○ 高齢介護課

啓発パンフレッ
トの作成・配布

介護保険制度の趣旨普及・啓発を図
る。

要介護認定申請時にパンフレットを配
布。新たに第1号被保険者となった人に
介護保険ミニガイドを配布
保険料の変更や、第1号被保険者の増
加による資料作成の継続が課題

Ｂ ○ 高齢介護課

介護保険制度
についての出
前講座の開催

介護保険制度の趣旨普及・啓発を図
る。

出前講座等を7会場で実施。173人参
加。介護保険制度の普及・啓発を引き
続きすすめる必要がある。

Ｂ ○ 高齢介護課

老人クラブの育
成事業の実施

老人クラブ会員相互の親睦並びに教養
及び健康の向上を図り、老人福祉の増
進を図るため、市内の老人クラブ及び
老人クラブ連合会に補助金を交付す
る。

歌謡お笑いショー、文化教養講座、グラ
ウンドゴルフ大会、交通安全教室等を
開催し、健康増進及び教養の向上を
図った。
男性・女性どちらも参加しやすい行事を
行い、連合会が開催する行事への参加
率を高める必要がある。

Ｂ ○ 福祉課

高年齢者労働
能力活用事業
の実施

高齢者の生きがいづくりの推進のた
め、シルバー人材センターの運営体制
の拡充強化と会員の加入促進及び会
員資質の向上を図る。

シルバー人材センターとの連絡調整。
専務理事、監事を健康推進部長、高齢
介護課長が着任。会員数及び受託業
務の減少が課題

Ｂ ○ 高齢介護課

けやき学級の
開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

東部高齢者学
級の開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

西部高齢者学
級の開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

北部生涯学級
の開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

はなみずき学
級の開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

みずの輪学級
の開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

えのき学級の
開催

（再掲　1-2-③） 生涯学習課

認知症介護教
室等の開催

要介護者等の家族に介護知識や介護
方法の実際についての普及を図る。

認知症介護教室：2回開催、延べ30人
参加。認知症サポーター養成講座：全
13回実施、延べ302人参加
男性の参加者の増加が課題

Ｂ ○ ○ 高齢介護課

介護への男性
の参画促進の
ための啓発

女性に偏りがちな介護の意識から、男
女が共に担う介護への転換を図る。

認知症サポーター養成講座にて、介護
への男性の参画促進のための啓発を
行った。男性の参加者の増加が課題

Ｂ ○ 高齢介護課

介護者サロン
の開催

要介護状態にある方を介護している家
族等に対して、交流会や教室等を開催
し、少しでも精神的負担の軽減を図れ
るよう支援する。

介護者サロン：4回開催、延べ50人参
加。高齢介護課と地域包括支援セン
ター共催。男性の参加者の増加が課題

Ｂ ○ ○ 高齢介護課

　３－３－③障がい者への支援

① ② ③

移動支援事業
の実施

屋外での移動に困難がある障がい者
等について、外出のための支援として
移動支援事業を行うことにより、障がい
者等の地域での自立生活及び社会参
加を促す。

平成29年度の利用状況は延べ402件。
利用者の社会参加の促進が図られた。
今後もサービス利用意向の把握に努
め、適切なサービス提供を実施していく
必要がある。

Ｂ ○ 障がい福祉課

手話通訳者派
遣事業の実施

聴覚障がい者等に対し、家庭生活並び
に社会生活におけるコミュニケーション
を円滑に行うため、手話通訳者を派遣
することにより、聴覚障がい者等の福祉
の増進を図る。

北本市社会福祉協議会に事業を委託し
て実施。平成29年度利用状況は延べ
572件。利用者の社会参加の促進が図
られた。
平成29年度末の登録手話通訳者は8名
であり、登録手話通訳者の確保が課題
である。

Ｂ ○ 障がい福祉課

担当課

男女がともに支
える介護への
支援

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック 担当課

高齢者の地域
での生活への
支援

高齢者の生き
がいづくりへの
支援

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

障がい者の地
域での生活へ
の支援

配慮度
チェック

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 32



① ② ③

要約筆記者派
遣事業の実施

聴覚障がい者等に対し、家庭生活並び
に社会生活におけるコミュニケーション
を円滑に行うため、要約筆記者を派遣
することにより、聴覚障がい者等の福祉
の増進を図る。

社会福祉法人埼玉聴覚障害者協会に
事業を委託して実施。平成29年度利用
状況は延べ10件。
制度周知を行い利用につなげていく必
要がある。

Ｂ ○ 障がい福祉課

日常生活用具
給付事業の実
施

重度身体障がい者に対し、日常生活用
具を給付又は貸与することにより、日常
生活の便宜を図り、重度身体障がい者
の福祉の増進を図る。

平成29年度の利用状況は延べ36件。
利用者の在宅生活の便宜が図られた。
利用者の日常生活の便宜を図るため
には、対象となる日常生活用具の範囲
について検討が必要である。

Ｂ ○ 障がい福祉課

訪問入浴サー
ビス事業の実
施

身体上の障害により、家庭において入
浴することが困難な身体障がい者に対
して入浴サービスを行い、心身の健康
の増進を図るとともに家庭介護の負担
も軽減し、もって在宅福祉の向上を図
る。

平成29年度利用状況は延べ24件。登
録者数は増加しているものの、体調等
の理由により利用回数が減少してい
る。
在宅重度身体障害者の身体を清潔に
保つために必要性の高い事業であり、
今後も制度周知を行いサービス利用に
つなげていく必要がある。

Ｂ ○ 障がい福祉課

日中一時支援
事業の実施

障がい者等を一時的に預かることによ
り、障がい者等に日中活動の場を提供
し障がい者等を見守るとともに、障がい
者等の家族の就労を支援し、及び障が
い者等を日常的に介護している家族に
一時的な休息を与える。

平成29年度の利用状況は延べ61件。
利用者の社会活動の向上が図られた。
今後もサービス利用意向の把握に努
め、適切なサービス提供を実施していく
必要がある。

Ｂ ○ 障がい福祉課

更生訓練費支
給事業の実施

障害者総合支援法に基づく就労移行支
援事業又は自立訓練事業を利用してい
る者に更生訓練費を支給し、社会復帰
の促進を図る。

平成29年度利用状況は延べ20件。利
用者の社会復帰の促進につながってい
る。
事業の継続について検討する必要があ
る。

Ｂ ○ 障がい福祉課

相談支援事業
の実施

障がい者相談
支援事業の実
施

障がい者や介護者、家族等からの相談
に応えたり、サービスの利用援助や権
利擁護のための必要な支援を行うこと
により、自立した生活が営めるよう支援
する。

障害者総合支援法に基づく相談支援事
業を業務委託により実施している。電話
相談、訪問相談等を行い、障がい者等
からの相談や支援を行っている。2か所
開設
障がい者の増加により、相談件数が増
加している。

Ｂ ○ 障がい福祉課

　４－１－①審議会・委員会等への女性の参画促進

① ② ③

審議会・委員会
等委員への女
性の登用推進

審議会・委員会
等委員への女
性の登用推進

政策、方針決定過程への女性の参画を
推進するため、毎年、審議会、委員会
等の女性の割合について調査を実施
し、その割合を高めるよう努める。

女性の登用状況調査を行い、報告書を
作成、各課へ配布。女性の割合の目標
値を達成していない審議会等に、女性
の割合を高めるよう依頼した。

Ｃ ○
企画課

関係各課

男女の偏りのな
い審議会運営
の推進

男女の偏りのな
い審議会運営
の推進

政策、方針決定過程で同数の男女の割
合を持って審議することによってあらゆ
る角度からの意見等を反映する。

審議会等委員における女性の割合は、
31.6％。前年より、0.8％増加したもの
の、男性委員のみの審議会等がある。
反対に、女性委員のみの審議会等もあ
る。

Ｃ ○
企画課

関係各課

　４－１－②庁内における男女共同参画の推進

① ② ③

女性の管理職
への登用

女性の管理職
への登用

行政組織の中での男女共同参画を推
進するため、昇任・昇格等において女
性を積極的に登用する。

女性職員課長級昇格者：0人
女性職員主幹級昇格者：2人
女性職員に対して昇格試験を受験する
よう促し、積極的に登用する。

Ｃ ○ 総務課

職員研修の充
実

職員研修の充
実

市職員が、男女共同参画の視点を持っ
て業務にあたることができるよう研修を
実施する。

新規採用職員を対象に研修を実施。参
加者13人
主任級以上の職員を対象に研修を実
施。男女共同参画審議会委員にも声を
かけた。参加者28人

Ａ ○ ○ ○
総務課
企画課

担当課

担当課

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

４　男女共同参画推進の体制
　４－１　政策・意思決定過程における男女共同参画の推進

担当課

障がい者の地
域での生活へ
の支援

推進項目 事業名
配慮度
チェック事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点

評
価

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 33



① ② ③

性別にとらわれ
ない職員配置
の推進

性別にとらわれ
ない職員配置
の推進

女性のみ男性のみといった、慣例的な
職員配置を見直し、個人の能力・適性
に応じた職員配置を行う。また、職員の
採用にあたっても、性別にとらわれない
職員採用を実現する。

職員の能力・適性を考慮した配置を推
進した。また、職員採用にあたっては、
性別にとらわれない人物重視による選
考を行った。
政策決定部門への女性職員の配置を
さらに推進している。

Ｂ ○
総務課

（関係各課）

女性の研修機
会の拡大

女性の研修機
会の拡大

女性が意思決定部門や政策決定部門
へ参画できるよう、特に政策形成能力
の養成に重点を置いた各種研修に参
加できるような体制作りを行い、管理職
としての能力開発及び意識改革を図
る。

女性職員が職場で活躍していくため
に、特に抱えやすい不安や課題と対応
策について学び、前向きな女性リー
ダーとしての成長を図ることを目的とし
て、20代の主事級の女性職員を女性
キャリアアップ研修に派遣した。

Ａ ○
総務課

（関係各課）

職員の能力開
発の支援

これまでに男性に比べ研修機会の少な
かった女性の研修機会を拡大し、女性
の人材育成を行う。

自治人材開発センター等研修参加者
122人中女性45人
北足立北部共同研修会研修参加者37
人中女性20人
自主研修参加者224人中女性79人

Ａ ○ ○
総務課

（関係各課）

職員夏季期間
における学校勤
務市職員研修

目的：職務に必要な基礎的知識の習得
及び職員相互の交流を図ること
内容：用務員実務研修　専用器具を使
用した学校清掃研修、用務員のテーマ
別意見交換会

小中学校の夏季休業中の2日間で出席
者延べ26人（女性19人）で実施

Ｂ ○ ○ 教育総務課

 ４－２－①庁内推進体制の充実

① ② ③

庁内推進体制
の充実

庁内推進体制
の充実

男女共同参画の推進は、総合行政とい
う視点から推進する必要があり、横断
的な組織での調整をすることで、全庁
的に取組を進める。

庁内の課長級で構成されている男女共
同参画推進委員会を3回開催。第四次
男女行動計画の進捗状況の評価及び
第五次男女行動計画の策定について
意見聴取を行った。

Ａ ○ 企画課

男女共同参画
推進拠点施設
の整備

男女共同参画
推進拠点施設
の整備

男女共同参画推進拠点施設の整備に
ついて検討を行う。

平成26年10月、庁舎2階に男女共同参
画コーナーを開設した。

Ｅ 企画課

関係機関との
連携による苦情
処理体制の整
備

関係機関との
連携による苦情
処理体制の整
備

苦情処理体制について検討する。
県の苦情処理機関の情報を随時提供
した。

Ｃ ○ 企画課

　４－２－②計画の進行管理

① ② ③

男女共同参画
審議会の充実

男女共同参画
審議会の充実

計画の推進や市の男女共同参画推進
施策について、審議する。

会議を4回開催。第四次男女行動計画
の進捗状況の報告及び第五次男女行
動計画の策定に係る諮問・答申等、男
女共同参画の施策について意見交換
を行った。

Ａ ○ 企画課

男女共同参画
推進施策実施
状況の公表

男女共同参画
推進施策実施
状況の公表

事業の進捗状況を公表する。

第四次男女行動計画進捗状況を取りま
とめ、ホームページにて「男女共同参画
の推進に関する年次報告書」として公
表した。

Ａ ○ ○ 企画課

　４－２－③調査研究・情報の収集と提供

① ② ③

男女共同参画
に関する情報
収集・提供

男女共同参画
に関する情報
収集・提供

男女共同参画に関する情報を提供す
る。

国や県の研修や報告会などに参加し、
情報を収集した。庁舎2階の男女共同
参画コーナーやパネル展等で情報提供
を行った。

Ａ ○ 企画課

担当課

担当課

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

担当課

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

女性の研修機
会の拡大

 ４－２　計画の総合的な推進体制の充実

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

担当課推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 34



　４－３－①国・県・市民・事業者等との協働

① ② ③
市民、事業者等
への男女共同
参画に関する
情報提供

市民、事業者等
への男女共同
参画に関する
情報提供

男女共同参画に関する情報を提供す
る。

庁舎２階の男女共同参画コーナーやパ
ネル展等で情報提供を行った。

Ａ ○ 企画課

国・県との連携 国・県との連携 国県との連携を深める。

国や県の研修や報告会などに参加し、
情報交換を行った。また、県主催のDV
被害者を対象とした心理教育プログラ
ム「びーらぶ」やパープルリボンタペスト
リー制作に参加した。

Ａ ○ 企画課

　５－１－①意識啓発・広報の充実

① ② ③

ドメスティック・
バイオレンス、
デートＤＶを防
止するための
啓発

ドメスティック・
バイオレンス、
デートＤＶを防
止するための
啓発

シンフォニーや広報紙、パネル展など
で、女性に対する暴力防止の啓発を進
める。また、デートＤＶについて、ＰＴＡな
どと連携した啓発事業を検討する。

11月13日～25日、全職員の名札に、女
性に対する暴力根絶のシンボルである
パープルリボンを貼付。12月13日～15
日、県主催のパープルリボンタペスト
リー制作に参加。11月14日～22日、庁
舎ホールにて、パネル展を開催。来場
者231人
広報6月号及び1月発行のシンフォニー
に、ＤＶに関する記事を掲載。また、
デートＤＶの啓発パンフレットを成人式
で配布。DV加害者向けポスターを作成
し、男女共同参画コーナー及び駅に掲
示

Ａ ○ ○ ○ 企画課

セクシュアル・
ハラスメントを
防止するため
の啓発

セクシュアル・
ハラスメントを
防止するため
の啓発

女性の人権侵害についての意識を高
め、男女共同参画社会の重要性を啓発
する。

8月発行の人権啓発リーフレット「しあわ
せはみんなの願い」に、セクシュアル・
ハラスメントを含む女性の人権侵害に
ついて掲載

Ｃ 企画課

　５－１－②地域における暴力防止対策の推進

① ② ③

自治会、市民団
体等への啓発

自治会、市民団
体等への啓発

自治会、農業委員会、商工会、人権擁
護委員、民生委員・児童委員、老人クラ
ブなどの市内の団体や市内事業所など
に向けて、暴力防止の啓発を行い、暴
力を許さないという意識の浸透を図る。

各種団体の会議の場を利用する等、啓
発方法を検討する必要がある。

Ｄ
企画課

関係各課

　５－２－①総合相談窓口の充実

① ② ③

総合相談窓口
の機能充実

相談窓口の充
実

被害者が適切な相談を受けることがで
きるよう、庁内各課及び関係機関との
連携を図る。

県主催のDV被害者支援のための研修
に職員が参加し、相談の充実を図っ
た。教育委員会・こども課など庁内各課
と連携して支援を行った。

Ａ ○ 企画課

総合相談窓口
の周知

相談窓口の周
知

さまざまな機会を通じて、相談窓口の周
知を行うことで、早期の相談を促し、暴
力被害が長期化し被害者が困難な状
況に陥ることを防止する。

パネル展・男女共同参画コーナーに、
女性相談のチラシ・男性相談のチラシ
を設置。また、女性トイレには女性相談
のカードを、男性トイレには男性相談の
カードを設置。広報6月号・1月発行のシ
ンフォニー・ホームページに、ＤＶに関す
る記事も掲載し、早期相談を促した。

Ａ ○ ○ 企画課

　５－２　相談体制の充実

担当課推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

担当課

推進項目 事業名 事業の目的・内容

配慮度
チェック 担当課

評
価

担当課

５　あらゆる暴力の根絶
　５－１　暴力の根絶のための意識啓発

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

　４－３　国・県・市民・事業者等との協働

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

事業実施状況及び問題点

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 35



　５－２－②相談体制の充実

① ② ③

相談しやすい体
制の整備

相談しやすい体
制の整備

市民が抱える様々な問題に対して、適
切な助言を行う。

企画課において、専門の女性相談員に
よる女性相談、人権擁護委員による人
権相談を実施。人権擁護委員には男性
女性両方を採用し、性別に関係なく相
談しやすいよう配慮している。
市民課において、消費生活相談、法律
相談、行政相談を実施。消費生活相談
は電話での相談にも応じている。

Ａ ○ ○ ○
市民課
企画課

相談員の相談
技術向上

相談員の相談
技術向上

相談員や相談担当職員を研修に派遣
し、最新の情報に基づいた適切な相談
を実施する。

県主催のDV被害者支援のための研修
に職員が参加し、技術向上に努めた。

Ａ ○ 企画課

　５－３－①被害者の安全確保・緊急避難体制の確保

① ② ③

暴力被害者の
緊急時安全確
保と対応

警察署及び緊急一時保護施設との連
携を図り、被害者の安全を確保する。

警察署と連携を図り、対応する。緊急一
時保護施設等への避難は1件。
緊急一時保護施設が利用できないた
め、やむを得ずホテル等の宿泊施設を
利用した被害者に対し、宿泊費用を補
助した（1件）。

Ａ ○ 企画課

暴力被害者の
緊急時安全確
保と対応

緊急一時保護等の被害者に対して、生
活保護制度の適切な運用を図る。

緊急一時保護が必要な被害者に対し
て、生活保護制度の適切な運用を図っ
た。平成29年度：0件
保護の移管の際に、福祉事務所によっ
ては受け入れがスムーズに進まない場
合もある。

Ｂ ○ 福祉課

暴力被害者の
緊急時安全確
保と対応

ＤＶ被害者が同伴する子どもの安全の
確保について、関係機関と連携を図り、
適切に対応する。

対応件数　0件
相談者の心理状態に十分に配慮する。

Ｂ ○ こども課

ＤＶ対策連携会
議の充実

ＤＶ対策連携会
議の充実

ＤＶ被害者の保護及び被害者の自立に
向けての支援を円滑に行うことができる
よう、庁内各課の連携を図る。

マイナンバーを使用しての情報連携に
おいて、DV被害者等の情報が漏れるこ
とを防ぐため、関係各課を集め、説明会
を行った。

Ｂ ○ 企画課

被害者等の届
出手続きに関
する支援

ＤＶ被害者の、市役所での諸手続きが
安全かつ迅速に行えるよう窓口に同行
し支援する。

ＤＶ被害者が、諸手続きを安全かつ迅
速に行えるよう、庁内各課に同行した。
庁内を回ることにリスクがあると思われ
る被害者は、相談室にて諸手続きが取
れるよう、各課と調整をした。

Ａ ○ 企画課

被害者等の届
出手続きに関
する支援

ＤＶ被害者の諸手続きを安全かつ迅速
に行う。

企画課と連携をとり住民基本台帳法上
の支援措置を行っている。
支援の延長届、終了届が適切に出され
ないケースがある。

Ａ ○ ○ ○ 市民課

被害者等の届
出手続きに関
する支援

ＤＶ被害者の諸手続きを安全かつ迅速
に行う。

手続に至った件数　1件 Ａ こども課

被害者等の届
出手続きに関
する支援

ＤＶ被害者の諸手続きを安全かつ迅速
に行う。

諸手続きの迅速化と適切な情報管理を
行うための対応マニュアルを担当課内
に備え付け、担当職員の研修を実施し
た。また関係機関との連携を速やかに
行った。
それぞれの状況に合わせ、関係各所と
の慎重かつ適切な連携を継続していく。

Ａ 学校教育課

子どもに対する
支援の充実

要保護児童対
策地域協議会
の充実

要保護児童の適切な保護を図るため、
児童福祉法第25条の2第1項に規定す
る要保護児童対策地域協議会を設置
する。

要保護児童対策地域協議会
代表者会議　年1回
実務者会議　年4回
個別ケース会議　年7回実施

Ａ こども課

配慮度
チェック 担当課

暴力被害者の
緊急時安全確
保と対応

被害者等の届
出手続きに関
する支援

　５－３　暴力被害者の保護・支援

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック 担当課

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 36



　５－３－②被害者の自立支援

① ② ③

被害者の自立
に関する支援
の充実

ＤＶ被害者の自立に向けて、関係機関
との連携を図り、必要に応じて同行支
援を行い、被害者の早期の自立を目指
す。

加害者の元から逃げてきたＤＶ被害者
が継続して支援が受けられるよう、転入
元・転出先の行政間で連携を図った。

Ａ ○ 企画課

被害者の自立
に関する支援
の充実

ＤＶ被害者の自立に向けて、届出手続
きを適切に行う。

企画課と連携をとり住民基本台帳法上
の支援措置を行っている。

Ａ ○ ○ ○ 市民課

被害者の自立
に関する支援
の充実

ＤＶ被害者の自立に向けて、生活保護
制度の適切な運用を図る。

ＤＶ被害者の自立に向けて、生活保護
制度の適切な運用を図った。平成29年
度：0件
保護の移管の際に、福祉事務所によっ
ては受け入れがスムーズに進まない場
合もある。

Ｂ ○ 福祉課

被害者の自立
に関する支援
の充実

手当の申請や保育所入所等の手続き
を適切に行う。また、必要に応じてＤＶ
被害者が同伴する子どもの相談を行
う。

手当の申請や保育所入所等の手続き
を適切に行っている。

Ｂ ○ こども課

被害者の自立
に関する支援
の充実

被害者が同伴する児童の就学等に速
やかに対応するとともに、児童に対し学
校と連携して適切な心のケアを行う。ま
た、転校先や居住地等の情報の適切な
管理を行い学校において安全確保に努
める。

取扱情報に細心の注意を払うとともに、
関係学校・関係機関と連携し、児童生
徒にかかる就学指定事務を円滑に実
施した。また、ケースによって、相談員・
スクールカウンセラー・スクールソー
シャルワーカーを活用し、児童生徒及
び保護者のケアを行った。
それぞれの状況に合わせ、関係各所と
の慎重かつ適切な連携を継続していく。

Ｂ ○ ○ 学校教育課

担当課

被害者の自立
に関する支援
の充実

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業実施状況及び問題点
評
価

配慮度
チェック

【評価】
A…目的を概ね達成している　B…目標に向けて成果をあげている
C…施策・事業が動き始めている　D…未実施　E…終了
【配慮度チェック】
①事業の企画・実施にあたり男女共同参画を意識した。
②女性・男性双方にとって利用・参加しやすいよう配慮した。
③男女それぞれに事業の効果があった。 37
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北本市男女共同参画推進条例 

 平成１８年７月１日施行 

条例第１号 

 

個人の尊重と法の下の平等は、日本国憲法にうたわれ

ており、国内においては、男女平等の実現に向けた取組

が、女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条

約の採択など国際社会における取組と連動して、積極的

に進められてきた。 

しかしながら、性別による固定的な役割分担意識等に

基づく社会の制度や慣行は依然として根強く、配偶者等

からの暴力が社会問題化するなど、真の男女平等の達成

には多くの課題が残されている。 

本市においては、北本市男女行動計画を策定し、男女

共同参画を推進してきた。 

一方、少子・高齢化、核家族化、情報化、国際化など多

様な変化は、更に進んでいる。 

こうした現状を踏まえ、私たちのまち「北本」が、将来に

わたって発展していくためには、男女が互いの人権を尊

重しつつ、性別にかかわりなく市民一人ひとりがその個性

と能力を十分に発揮し、家庭、職場、学校、地域など社会

のあらゆる分野に対等に参画できる男女共同参画社会の

実現が重要である。 

ここに、私たちは、男女共同参画社会の実現に向けて、

基本理念を明らかにし、市、市民及び事業者が協働して、

一人ひとりが輝きまちが輝く北本を築くため、この条例を制

定する。 

 

(目的) 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本

理念を定め、市、市民、事業者、教育に携わる者及び

地域活動に携わる者の責務を明らかにするとともに、男

女共同参画の推進に関する施策の基本的事項を定め

ることにより、男女共同参画に関する取組を総合的かつ

計画的に推進し、もって一人ひとりが輝きまちが輝く北

本の実現に寄与することを目的とする。 

(定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員とし

て、自らの意思によって社会のあらゆる分野における

活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等

に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受

することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 

(2) ドメスティック・バイオレンス 配偶者、恋人その他の

親密な関係にある者又はあった者からの身体的、精

神的又は経済的な暴力をいう。 

(3) セクシュアル・ハラスメント 性的な言動により相手

方の生活環境を害し、又は性的な言動に対する相手

方の対応によって不利益を与えることをいう。 

(4) 積極的格差是正措置 第 1号に規定する機会に係

る男女間の格差を是正するため必要な範囲内にお

いて、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極

的に提供することをいう。 

(基本理念) 

第３条 男女共同参画は、次に掲げる基本理念にのっと

り推進されなければならない。 

(1) 男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女

が直接的であるか間接的であるかを問わず性別によ

る差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能

力を発揮する機会が確保されることその他の男女の

人権が尊重されること。 

(2) 性別による固定的な役割分担意識に基づく社会に

おける制度又は慣行が、男女の社会における活動の

自由な選択に対して影響を及ぼすことのないよう配

慮されること。 

(3) 市における政策又は民間の団体における方針の立

案及び決定に、男女が共同して参画する機会が確保

されること。 

(4) 家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援

の下に、子育て、家族の介護その他の家庭生活にお

ける活動及び職業生活その他の社会生活における

活動に対等に参画することができるようにすること。 

(5) 男女共同参画の推進に向けた取組が国際社会に

おける取組と密接な関係を有していることにかんがみ、

国際的な協調の下に行われること。 
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(6) ドメスティック・バイオレンスその他の性別に起因す

る暴力及びセクシュアル・ハラスメントが根絶されるこ

と。 

(7) 妊娠、出産その他の性と生殖に関する事項に関し、

男女が互いの性を理解し合うこと、自らの意思が尊重

されること及び生涯にわたり健康な生活を営むことが

できること。 

(市の責務) 

第４条 市は、前条に定める基本理念(以下「基本理念」

という。)にのっとり、男女共同参画の推進に関する施策

(積極的格差是正措置を含む。以下同じ。)を総合的に

策定し、及び実施するものとする。 

２ 市は、自らが率先し、男女共同参画を推進するものと

する。 

(市民の責務) 

第５条 市民は、基本理念にのっとり、家庭、職場、学校、

地域その他の社会のあらゆる分野(以下「あらゆる分野」

という。)において、男女共同参画についての理解を深

め、積極的に男女共同参画を推進するとともに、市が実

施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよ

う努めなければならない。 

(事業者の責務) 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を

行うに当たっては、男女が共同して参画することができ

る体制の整備に取り組むとともに、市が実施する男女共

同参画の推進に関する施策に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

(教育に携わる者の責務) 

第７条 学校教育、社会教育等の教育に携わる者は、男

女共同参画の推進における教育の重要性を考慮し、基

本理念に配慮した教育を行うよう努めなければならな

い。 

(地域活動に携わる者の責務) 

第８条 自治会活動、コミュニティ活動その他の地域活動

に携わる者は、基本理念にのっとり、男女共同参画の

視点に配慮し、活動を行うよう努めなければならない。 

(性別による権利侵害の禁止) 

第９条 何人も、いかなる場においても、性別による差別

的取扱いを行ってはならない。 

２ 何人も、いかなる場においても、ドメスティック・バイオレ

ンスその他の性別に起因する暴力行為を行ってはなら

ない。 

３ 何人も、いかなる場においても、セクシュアル・ハラスメ

ントを行ってはならない。 

(公衆に表示する情報に関する留意) 

第１０条 何人も、広報、広告その他の公衆に表示する

情報において、性別による固定的な役割分担若しくは

男女間の暴力等を助長し、若しくは連想させる表現又

は過度の性的な表現を行わないよう努めなければなら

ない。 

２ 何人も、提供される情報が男女共同参画の推進を妨げ

るおそれがあるか否かを自主的かつ適切に判断するこ

とができるよう努めなければならない。 

(基本計画) 

第１１条 市長は、男女共同参画の推進に関する施策を

総合的かつ計画的に推進するため、男女共同参画の

推進に関する基本的な計画(以下「基本計画」という。)

を策定するものとする。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとす

る。 

(1) 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推

進に関する施策の大綱 

(2) 前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に

関する施策を総合的かつ計画的に推進するために

必要な事項 

３ 市長は、基本計画を策定するに当たっては、市民の意

見を聴くとともに、北本市男女共同参画審議会の意見

を聴かなければならない。 

４ 市長は、基本計画を策定したときは、速やかにこれを

公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

(推進体制の整備) 

第１２条 市は、男女共同参画に関する施策を総合的か

つ計画的に推進するために必要な体制を整備するもの

とする。 

(拠点施設) 

第１３条 市は、男女共同参画の推進に関する施策を実

施し、市民及び事業者による男女共同参画の推進に関
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する取組を支援するための拠点施設の設置に努めるも

のとする。 

(積極的格差是正措置) 

第１４条 市は、あらゆる分野における活動において、男

女間に参画する機会の格差が生じている場合は、市民

及び事業者と協力し、積極的格差是正措置が講ぜられ

るよう努めるものとする。 

２ 市は、市の政策の立案及び決定の過程において、男

女の職員が共同して参画する機会の格差が生じている

場合は、積極的格差是正措置を講ずるよう努めるものと

する。 

３ 市長その他の執行機関は、審議会等の委員を委嘱し、

又は任命するに当たっては、積極的格差是正措置を講

ずることにより、男女の均衡を図るよう努めるものとする。 

(市民及び事業者との協働) 

第１５条 市は、市民及び事業者と協働し、男女共同参

画を推進するため、必要な措置を講ずるものとする。 

 

(広報活動等) 

第１６条 市は、男女共同参画の推進に関し、市民及び

事業者の理解を深めるため、広報活動、学習機会の提

供その他必要な措置を講ずるものとする。 

(表彰) 

第１７条 市は、男女共同参画の推進に関する取組を普

及させるため、当該取組を積極的に行っている市民及

び事業者の表彰を行うことができる。 

(家庭生活及び職業生活の両立支援) 

第１８条 市は、男女が共に家庭生活及び職業生活を

両立することができるよう、必要な支援を行うとともに、子

育て、家族の介護等のための環境整備に努めるものと

する。 

(調査研究) 

第１９条 市は、男女共同参画の推進に関して必要な事

項について、調査研究を行うものとする。 

(年次報告) 

第２０条 市長は、男女共同参画の推進に関して講じた

施策に関する報告書を作成し、毎年、これを公表するも

のとする。 

２ 市長は、前項に規定する報告書について、速やかに北

本市男女共同参画審議会の意見を聴くものとする。 

(北本市男女共同参画審議会) 

第２１条 北本市男女共同参画審議会は、市長の諮問

に応じ、男女共同参画の推進に関する事項について調

査審議する。 

(苦情の処理等) 

第２２条 市長は、男女共同参画の推進に関する施策又

は男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施

策に関し、市民又は事業者から苦情の申出を受けたと

きは、必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 市長は、性別による差別的取扱いその他の男女共同

参画の推進を阻害する人権の侵害に関し、市民又は事

業者から相談の申出を受けたときは、関係機関と連携し、

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 市長は、第１項の申出に対応する場合において、必要

と認めるときは、北本市男女共同参画審議会の意見を

聴くものとする。 

(委任) 

第２３条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 18年７月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この条例の施行の際現に策定されている第二次北本

市男女行動計画は、第 11 条第１項の規定により策定さ

れた基本計画とみなす。 

(北本市執行機関の附属機関に関する条例の一部改正) 

３ 北本市執行機関の附属機関に関する条例(昭和 56 年

条例第 26号)の一部を次のように改正する。 

 別表第１市長の附属機関北本市男女共同参画審議

会の項中「男女行動計画策定に関する事項及び」を削

る。 
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北本市男女共同参画都市宣言 
 

わたしたちは 

互いに人権を尊重し、責任を担い 

性別にとらわれることなく 

世代を超えて 

多様な生き方を認め合い 

家庭 学校 地域 職場で 

自分らしく輝き 

心豊かにいきいきと 

暮らせるまち 北本市を築くため 

ここに｢男女共同参画都市｣を宣言します 

 

 

平成 18年 11月 19日 

北本市 

 


